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(１)
めに
?欧州共同体（EC）」から「欧州連合（EU）」に至る「欧州統合」の過程
において、「欧州司法裁判所（European Court of Justice)」を中核に構成さ
れた ECの司法制度は、極めて大きな役割を果たして
(２)
きた。ECの司法制
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(１) 本稿は、2003年に公表した拙稿 “The Nice Treaty and the reformation of
 
the EC judicial system,A contribution to the protection of rights of individuals
 
in the Community?”,in European Governance After Nice82-106(Koji Fukuda
 
and Hiroya Akiba eds.2003を基に、その後の進展をも考慮し、加筆修正したもの
である。なお、本稿では、EC条約規定を表示する際、ニース条約以前の規定には
「旧」を条文番号の前に付し、ニース条約発効後の現在の規定には何も付さないか、
「現」を付している。
(２) 本稿では、「司法制度」という用語により、裁判所制度と訴訟制度の双方を念
度が果たした役割の重要性は、主権国家における司法制度の重要性に比肩
し、国際社会における他のあらゆる司法制度のそれを上回ると言っても過
言ではない。欧州司法裁判所は、その判断態度が「司法積極主義」と呼ば
れることが示すように、EC設立当初より欧州共同体の目的を重視した目
的論的解釈に基づいて多くの重要な判断を下し、欧州統合の実現を主導し
てきたからで
(３)
ある。もし、1950年代に締結された各共同体設立条約に、
「EC法（欧州共同体法）」の最終的解釈権を有する共同体独自の裁判所制
度が組み込まれていなければ、「欧州統合」が、現在のような高次の段階
にまで到達することはあり得なかったであろうと考えられる。
ところで、1980年代後半以降の数次に渡る基本条約改正の結果、EUの
創設が象徴するように、欧州統合はその姿を大きく変容させてきた。しか
し、司法制度の分野は、「単一欧州議定書（Single European Act)」による
「第一審裁判所（Court of First Instance)」の設立等一部の変化を除
(４)
くと、
20世紀末に至るまで、ほとんど顕著な変化を被らなかった。しかし、この
事実は、司法制度に問題が存在しなかったことを意味するわけではない。
EC設立当初の６加盟国体制を前提に構築された欧州司法裁判所は規模も
頭に置き、具体的には、EC条約の定める裁判所制度・訴訟制度を主たる検討対象
としている。
(３) Takis Tridimas,The Court of Justice and Judicial Activism,21ELRev.199
-210(1996)；そのため、欧州司法裁判所における民主的正統性の欠如も指摘され
ている (G.F.Mancini,Democracy& Constitutionalism in the European Union
32and 165(2000))。
(４) 1987年に発効した「単一欧州議定書 (Single European Act)」による EEC条
約改正によって新たに挿入された EEC条約168a条（EC条約225条）により、下級
審としての第一審裁判所の設置が認められた。そして、同条を根拠とする理事会決
定 (Council Decision of24October1988establishing a Court of First Instance
 
of the European Communities(88/591/ECSC,EEC,Euratom),OJ 1988,L 319/
1)に基づき、1989年に第一審裁判所が設立された。また1999年に発効した「アム
ステルダム条約」は、欧州司法裁判所の従来の管轄権の範囲を拡大している (Al-
bertina Albors-Llorens,Changes in the Jurisdiction of the European Court of
 
Justice under the Treaty of Amsterdam,35CMLRev.1273-1294(1998))。
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小さく、EC及び EC法の発展に伴う事件数の増大は審理期間を長期化さ
せ、時日の経過とともに、同裁判所の機能は低下していた。そのため1980
年代末には、前述の第一審裁判所が設置され、ECの裁判所制度は、それ
までの「一審制」から「二審制」に変化し、一部の訴訟事件の管轄が第一
審裁判所に移され、欧州司法裁判所の負担は軽減さ
(５)
れた。しかし、新しい
裁判所制度の事件処理能力も1990年代後半には新たな限界に直面し、その
結果、1990年代末には、現行制度をそのまま維持することはもはや困難で
あるとの認識が、EU内の法律実務家・法学研究者双方に広く共有される
ようになって
(６)
いた。そのため、1997年の「アムステルダム条約」調印以
後、EC司法制度の改革に向けた議論が活発
(７)
化し、2001年に調印された
「ニース条約」（2003年２月発効）では、司法制度に関連する EC条約規定
が相当程度修正されるに至った。そして、2004年10月に調印された「憲法
条約」においても、司法制度に関する規定が若干修正されて
(８)
いる。
本稿は、主として「ニース条約」の結果実現した司法制度改革の内容
を、EC法により直接的に権利を取得する「個人の権利保護」に留意しな
がら検討することを目的とする。EUが、欧州諸国民間に成立する緊密な
連合であり（EU条約１条）、「基本的人権の保護」・「法の支配」を指導原
理とする以上、「個人の権利保護」の要素を無視しては、いかなる改革も
(５) Koen Lenaerts and Dirk Arts,Procedural Law of the European Union12-
14(Robert Bray ed.,1999).
(６) 第一審裁判所の設立にも係らず、EC裁判所が事件数の増加に十分に対応でき
なくなっていたことは、欧州司法裁判所自身が認めるところであった (ECJ, The
 
EC Court of Justice and the Institutional reform of the European Union 1-4
(April2000))。
(７) Angus Johnston,Judicial Reform and the Treaty of Nice,38CMLRev.499,
500-501(2001); Hjalte Rasmussen, Remedying The Crumbling EC Judicial
 
System,37CMLRev.1071,1078-1079(2000).
(８) Alan Dashwood and Angus Johnston,The Institutions of the Enlarged EU
 
under the Regime of the Constitutional Treaty, 41CMLRev. 1481, 1505-1510
(2004).
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評価には値しないからである。なお憲法条約は、2005年５・６月に行われ
たフランス・オランダの国民投票が同条約の批准を否決したため、本稿執
筆時点（2006年２月）では、発効の目処は立っていないことを付言する。
Ⅱ．「ニース条約」による制度改革の目的・背景
ニース条約が実現した EC司法制度の改革を検討するに際しては、まず
改革の目的を認識する必要がある。
ニース条約発効以前の段階において、EC裁判所（共同体裁判所）は、
実質的には、「欧州司法裁判所（ECJ）」と「第一審裁判所（CFI）」という
二つの独立した裁判所によって構成されて
(９)
いた。そして、両裁判所が自ら
公表した文書において認めるように、1990年代には、両裁判所に提起され
る訴訟事件数（先決裁定手続の付託数を含む）は着実に増加し、事件数増加
による両裁判所の負担過重とそれに起因する審理期間の長期化が顕著とな
りつつあり、将来、EC司法制度の適切な機能を維持することに困難が生
じるのではないかという深刻な懸念が生じて
(10)
いた。ニース条約による改革
は、このような認識を主たる動機とするものであった。
すなわち、事件数の増加は、1990年代に、欧州司法裁判所における訴訟
手続きの遅延を現実に引き起こして
(11)
いた。訴訟手続きの遅延は、EC機関
(９) 但し、ニース条約発効以前の段階では、第一審裁判所は、形式上は、独立した
裁判所ではなく、欧州司法裁判所に付属する機関として位置付けられていた（EC
条約旧225条１項）。
(10) EC裁判所は、1990年代後半、特に1998年以降、制度改革のための様々な提案
を積極的に公表した (ECJ,Press Release No.36/99,28May1998;ECJ and CFI,
The Future of The Judicial System of The European Union (Proposals and
 
Reflections)5-9(1999))。欧州委員会も、これに呼応して自らの提案を公表する
など (Commission,Reform of the Community courts(1March2000))、現状に
対する危機感と制度改革の必要性に関する認識は、EC諸機関に広く共有されてい
たと考えられる。
(11) Catherine Turner and Rodolphe Mun?oz,‘Revising the Judicial Architecture
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による行為の適法性が争われる「無効訴訟（EC条約230条）」等の「直接
訴訟（direct action)」よりも、国内裁判所より付託された質問に答える
「先決裁定手続（先行判決訴訟）(preliminary rulings procedure)（EC条約
234条）」において一層顕著であ
(12)
った。そして、先決裁定手続の前提である
国内裁判所における審理もしばしば遅延しがちであることを考慮す
(13)
ると、
先決裁定手続の遅延による影響は極めて深刻である。なぜなら、先決裁定
のために長期にわたる審理が必要であることは、先決裁定が下された後
に、更にその判断に従って EC法を適用しなければならない国内裁判所
に、欧州司法裁判所への事案付託を躊躇させる効果を生じるからである。
他方、1980年代末に新設された第一審裁判所にも不安が存在した。設立
後管轄権が拡大された結果、第一審裁判所の負担も増加しつつ
(14)
あり、加え
て「共同体商標制度」の導入に
(15)
伴い、共同体商標庁の判断に対する訴訟が
of the European Union’,19YEL1,4-19(2000);手続きの遅延には、欧州司法裁判
所長官自身が危惧を表明していると指摘されている (David W.J. Scorey, A new
 
model for the Communities’judicial architecture in the new union,21ELRev.
224,224(1996))。
(12) 先決裁定に必要な審理期間は、1998年までほぼ一貫して長期化の傾向を辿り、
1998年には、1983年の期間のほぼ２倍に達していた (Turner and Mun?oz, supra
 
note11,at 15)。
(13) 例えば、ベルギーでは、やはり1990年代に訴訟の遅延に対する対処の必要性が
議論され、非常勤裁判官の採用など、一定の対応策が取られていた（須網隆夫『グ
ローバル社会の法律家論』（現代人文社・2002年）223頁）。
(14) 設立後の管轄権拡大の結果、1994年には、第一審裁判所は、個人が、EC機関
の行為に対して提起するあらゆる訴訟について、管轄権を有するようになっていた
(Council Decision of8June1993amending Council Decision88/591/ECSC,EEC,
Euratom establishing a Court of First Instance of the European Communities
(93/350/ECSC,EEC,Euratom),OJ1993,L144/21;Council Decision of7March
1994amending Decision 93/350/Euratom,ECSC,EEC amending Decision 88/
591/ECSC,EEC,Euratom establishing a Court of First Instance of the European
 
Communities (94/149/ECSC,EC),OJ 1994,L 66/29;Walter van Gerven,The
 
Role and Structure of the European Judiciary now and in the future,21ELRev.
211,214(1996))。
(15) Council Regulation(EC)No40/94of20December1993on the Community
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新たに発生することを考慮すれば、第一審裁判所の受理件数の継続的な増
加は避けられず、やはり包括的な制度改革が不可避であると認識されて
(16)
いた。
そして、このような問題状況は、当時既に予定されていた中東欧諸国の
加盟による EU拡大の実現によって、一層深刻化することが予測された。
EU拡大による加盟国数の飛躍的増加は、両裁判所に提起される事件数の
増加を必然的に惹起し、両裁判所における審理が許容できないほど遅延す
る可能性は明白であったからで
(17)
ある。そもそも、当初の６加盟国体制を前
提に設計された司法制度は、拡大する EUにとって不適当であるとすら指
摘されて
(18)
いた。その意味では、EU拡大に備える機構改革というニース条
約の主題は、司法制度にも同様に該当していたのである。
以上のような諸事情を考慮すれば、ニース条約のための政府間会議が、
EC司法制度の実効性を維持・改善する方策をその議題に含めたことは、
極めて当然であったと言えよう。もっとも、制度改革の内容を考察するに
際しては、EUの第一の柱を構成する欧州共同体において、自然人と法人
の双方を意味する「個人（individuals)」が、EC法によって与えられた個
別的な権利の行使を通じて、EC法の守護者としての役割を担っているこ
とに注意する必要が
(19)
ある。それゆえに、審理期間の短縮による EC司法制
度の実効性確保は、司法制度にとって不可欠の要請ではあるが、実効性の
観点だけから改革を評価すべきではなく、改革が、「個人の権利保護」に
どのように貢献するかという視点が合わせて必要で
(20)
ある。それが、本稿が
trade mark,OJ 1994,L 11/1.
(16) Rasmussen,supra note7,at 1072-1073.
(17) Id.,at 1081.
(18) Scorey,supra note11,at 224.
(19) Mancini,supra note3,at201-202;Case2/62Van Gend en Loos v.Nederlan-
dse Administratie der Belastingen,［1963］ECR1,at 13.
(20) 将来の EC司法制度のあり方について報告した、いわゆる「Due Report」は、
制度の実効性とともに、「市民の保護」が改革の目的であることを認めている
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「個人の権利保護」にも留意しながら制度改革を検討しようとする理由で
ある。
Ⅲ．「個人の権利保護」のための法的手段
―「直接訴訟」と「先決裁定手続」の結合―
?個人の権利保護」の観点から、ニース条約による司法制度改革を検討
するには、EC法が保障する「個人の権利」を保護するために利用し得
る、権利救済制度を概観することが不可欠である。
ところで、個人の権利が侵害される状況は、侵害主体が誰であるかによ
って２つの状況に区分できる。それらは、権利が「EC機関によって侵害
される場合」と「加盟国によって侵害される場合」である。以下、それら
の権利侵害に対して、どのような権利救済制度が利用できるかを順次検討
する。
１．EC機関の行為に対する司法審査
個人の権利が侵害される状況としては、第一に、EC法に違反する EC
機関の違法な行為ないし不作為によって、個人の権利が侵害される場合が
想定される。EC条約は、そのような EC機関の違法行為を是正するため
に、EC裁判所に提起される複数の訴訟類型を定めており、これらの訴訟
は通常「直接訴訟」と呼ばれている。
直接訴訟は、EC機関の違法行為によって権利を侵害された個人を法的
に救済する最も直接的な方法である。代表的な直接訴訟は、EC条約230
条の規定する「無効訴訟（取消訴訟）（action for annulment)」で
(21)
あり、個
（The Working Party,The Report by the Working Party on the future of the
 
European Communities’Court System (January 2000), reproduced in The
 
Future of the Judicial Systems of the European Union (Alan.Dashwood and
 
Angus.Johnson eds.2001))。
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人は、同条に基き、EC機関を被告にした訴訟を EC裁判所に提起するこ
とができ、違法と認定された EC機関の行為は無効となる（EC条約231
条）。しかし、制度に内在する欠陥のため、無効訴訟は、被害を被った個
人に不十分な保護しか与えていない。すなわち個人は、加盟国を名宛人と
する「指令（directive)」・名宛人の特定できない一般立法である「規則
（regulation)」に対しては無効訴訟を提起できない。無効訴訟が予定する
のは、条文上、個人が、名宛人の特定する「決定（decision)」を争うこと
だけであるからである。もっとも、「決定」の判断は実質的であり、「規
則」・「指令」の形式を採っていても実質的に「決定」と判断される余地は
あ
(22)
った。しかし、たとえ対象となる EC機関の行為が「決定」に該当する
と判断されても、欧州司法裁判所の判例法は、個人が、規則又は自己を名
宛人としない決定を争う場合には、個人の原告適格に厳格な要件を課して
おり、その結果、個人が無効訴訟を提起できる範囲は狭く限定されてしま
って
(23)
いる。
(21) EC機関の作為を争う「無効訴訟」に加えて、EC機関の不作為を争う「不作
為訴訟」（EC条約232条）、さらにそれぞれの場面で、EC機関の行為の違法性を争
うことを可能にする様々な「直接訴訟」が存在する。例えば、個人は、共同体の不
法行為責任を追求し、損害賠償を得ることができる（EC条約288条・225条・235
条）。共同体と共同体職員間の労働紛争も EC裁判所で解決される（同236条・225
条）。また、独立した訴訟ではないために、厳密には直接訴訟の範疇には該当しな
いが、同様の機能を果たすものとして、個人は、無効訴訟（EC条約230条）を提
起出来ない場合でも、違法な EC法の適用を回避するために、EC裁判所において、
「違法の抗弁 (objection of illegality)」を援用し、EC機関による行為の適法性を
争うことが認められている（同241条）。もっとも、「違法の抗弁」を利用できるの
は、無効訴訟の対象となる規則（regulation）に基づく EC機関の行為がさらに存
在する場合に限られる。
(22) ?指令」が無効訴訟の対象となる可能性も認められている（Lenaerts and
 
Arts,supra note5,at158-163;Jo Steiner,Lorna Woods and Christian Twigg-
Flesner,Textbook on EC Law602(8th ed.,2003)）。
(23) すなわち、EC条約230条は、争われる決定が、原告である個人と「直接的か
つ個別的 (direct and individual concern)」関係を有することを訴訟要件としてい
るところ、欧州司法裁判所の判例は、「直接的かつ個別的」という概念を狭く解釈
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もっとも、このような無効訴訟の欠陥は、国内裁判所に提起される訴訟
が果す機能によって一定程度緩和されている。それは、EC法を執行する
任務は、実際には、その大部分を加盟国が担当しているからで
(24)
ある。すな
わち、少なからぬ「規則」及び全ての「指令」について、それらが ECの
領域内において実際に適用されるためには、各加盟国が一定の国内的実施
措置を取る必要がある。それゆえに、加盟国段階において取られる実施措
置によって、自己の権利が影響を受ける個人は、当該実施措置を対象とし
て、加盟国国内法に基づく訴訟を国内裁判所に提起し、その訴訟において
実施措置の根拠となった EC法の無効を主張することができる。そして、
争点となった EC法の適法性は、「先決裁定手続（EC条約234条）」による
国内裁判所からの付託に基づいて、EC裁判所によって判断されることに
なる。要するに、この場合には、先決裁定手続が、直接訴訟とは異なる形
態ではありながらも、個人が EC裁判所による審査に到達できる別の道筋
を提供する機能を果たして
(25)
いる。但し、争点となった EC機関の行為が、
「規則」であり、加盟国による実施措置が不要である場合（規則は直接適用
性を有するが、その実施に実施措置が常に不要であるわけではない）には、加
盟国による実施措置が存在しないために、国内訴訟を提起する余地がない
ことに注意が必要である。現在の欧州司法裁判所の判例では、この場合に
は、個人に対する司法的保護は、原則として欠落してしまうことに
(26)
なる。
なお憲法条約は、この欠陥を補う規定を挿入し、自己に直接関係する限
しており、この要件の充足が困難である場合が少くない (Lenaerts and Arts,
supra note5,at163-181；伊藤洋一「ヨーロッパ法における取消訴訟改革の動向―
私人原告の訴えの利益要件について―」『原田尚彦先生古希記念・法治国家と行政
訴訟』（有斐閣・2004年）171―178頁)。
(24) Josephine.Shaw,European Community Law58-59and 117(1993).
(25) Mancini,supra note3,at 9；EC裁判所は、先決裁定手続により、EC法の解
釈とともに、EC法の有効性についても判断を下す（EC条約234条）。
(26) Case C-50/00P Unio?n de Pequen?os Agricultores v.Council ,［2002］ECR I-
6677,para.44;Case C-263/02P Commission v.Je?go-Que?re?& Cie SA,［2004］
ECR I-3425, para. 33; Christopher Brown and John Morijn, Annotation of
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り、個人が、後続する実施措置を伴わない「規制行為（regulatory act)」
に対して無効訴訟を提起できることを認めている（Ⅲ―365条
(27)
４項）。
以上の記述が示すように、先決裁定手続は、直接訴訟による個人の権利
保護制度に内在する空白を補完するべく機能している。欧州司法裁判所の
判決・裁定が示唆するように、「個人の権利保護」に関する限り、「直接訴
訟」と「先決裁定手続」の両者は相互に関連し、同じ目的の達成を目指し
ているので
(28)
ある。但し、後述するように、先決裁定手続が、直接訴訟の欠
陥を完全には補完できないことも認識する必要がある。その意味で、「個
人の権利保護」に関する空白は、依然として存在するのである。
２．加盟国の行為に対する司法審査
第二に、個人が司法機関による法的保護を必要とするもう一つの状況
は、EC法による個人の権利が、加盟国の EC法違反行為によって損なわ
れる場合である。EC法は、加盟国法と係りなく、EC内の個人に、個人
が国内裁判所において援用できる様々な権利を付与している。すなわち欧
州司法裁判所は、ECの初期段階から、EC法を目的論的に解釈すること
により、「EC法の直接効果（direct effect)」、「EC法上の義務に違反した
加盟国の損害賠償責任（state liability)」等の「EC法上の個人の権利」を
創出する判例理論を確立し、それを一貫して発展させて
(29)
きた。加盟国の行
Commission v.Je?go-Que?re?& Cie SA,41CMLRev.1639(2004)；中村民雄「取消
訴訟における個人の原告適格」貿易と関税50巻10号（2002年）75（１）―69（７）
頁；伊藤・前掲注23）182―185頁。
(27) Cornelia Koch,Locus standi of private applicants under the EU Constitu-
tion:preserving gaps in the protection of individual rights to an effective
 
remedy,30ELRev.511,518-526(2005)；伊藤・前掲注23）189―191頁。
(28) Case 294/83Les Verts v. Parliament,［1986］ECR1339, at 1365, para. 23;
Case314/85Foto-Frost v.Hauptzollamt Lu?beck-Ost,［1987］ECR4199,at4231,
para.16;Case C-263/02P,supra note26, para.30;Case C-321/95P Stichting
 
Greenpeace Council v.Commission,［1997］ECR I-1651,at I-1716,para.33.
(29) Koen Lenaerts and Piet Van Nuffel,Constitutional Law of the European
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為がこれらの権利を侵害することは、加盟国が EC法に違反することを意
味する。そして EC条約は、加盟国の EC法違反行為に対応するために、
独自の訴訟類型を用意している。それが、EC法違反の「加盟国に対する
義務違反訴訟」である（EC条約226―228条）。しかし同訴訟は、加盟国の
義務違反行為の是正自体を目的とする訴訟であって、「個人の権利保護」
を直接の目的とするものではなく、そのため個人には原告適格が与えられ
ていない。また同訴訟の結果、加盟国の違法を認定する判決が下されて
も、違法行為の是正を直接強制できず、実効性が十分ではない場合もこれ
まで存在
(30)
した。
そのため、加盟国による権利侵害の場合も、先決裁定手続の役割が、個
人にとって重要である。EC機関による権利侵害の場合と同様に、先決裁
定手続は、この場合も個人が EC法に抵触すると争う国内措置に対して、
EC裁判所による司法審査を供給する制度として機能するからで
(31)
ある。す
なわち、個人は、前述の EC法による権利に依拠して、国内裁判所におい
て、EC法と矛盾することを理由に、加盟国の国内措置の違法性を主張す
る。そして、争われた国内措置は、先決裁定手続による国内裁判所からの
付託に基づいて、EC裁判所によって審査されることになる。EC裁判所
の先決裁定が示した EC法の解釈・EC法の有効性に関する判断に基づい
Union 526-529and 580-584(Robert Bray ed.1999)；須網隆夫『ヨーロッパ経済
法』（新世社・1997年）25―56頁。
(30) 加盟国の義務違反が認定されると、加盟国は、欧州司法裁判所の判決に従うた
めに必要な措置を採ることを要求される（EC条約228条１項）。しかし、判決は、
加盟国に対して直接に執行可能であるわけではない。判決に従わない加盟国に対し
て下される唯一の制裁は、欧州司法裁判所の新たな決定によって課される金銭的制
裁のみである。その結果、実際には、加盟国が判決に直ちに従わない事態がしばし
ば生じていた。もっとも、欧州司法裁判所は、2005年７月の判決によって、判決に
従わなかった加盟国による過去の違反行為に対して、「一括制裁金 (lump sum pay-
ment)」の支払いを求めることができることを認めた (Case C-304/02 Commis-
sion v.France,［2005］ECR I-6263,paras.80-82)。同判決により、義務違反訴訟
の実効性は、従来より高まったと評価できるだろう。
(31) Mancini,supra note3,at 9.
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て下される国内裁判所の判決は、国内法に従う限り、加盟国に対して執行
可能である。その結果、前述の義務違反訴訟に対する欧州司法裁判所の判
決と異なり、加盟国は、この判決に従うことを強制される。従って、これ
ら「EC法上の個人の権利」の行使は、「EC法の優位」の実現にとっても
大きな意義を有するのである。
３．小括
以上を要約すれば、「直接訴訟」と「先決裁定手続」の両者は、ECに
おいて、個人の権利に対する司法的救済を供給するために不可欠の手段で
あると言うことができる。それゆえに、司法制度改革の中で、「個人の権
利保護」を促進することを意図すれば、これら二つの法的手段のそれぞれ
が改善されなければならず、さらに二つの法的手段間における責任分担の
妥当性も合わせて考察されなければならない。なぜならば、もし両者の一
方が過剰な負担を負わされるのであれば、その機能不全は、必然的に、
「個人の権利保護」を担う制度全体に悪影響を生じさせる可能性があるか
らである。
Ⅳ．「迅速な裁判」実現のための制度改革
１．「個人の権利保護」と「審理の遅延」
ニース条約による司法制度改革の主目的が、司法制度の実効性が低下す
ることを防ぎ、可能であるならば実効性を強化して、EC裁判所における
「迅速な裁判」を保障することにあったことは明らかである。あらゆる司
法制度において、判決言渡しに至るまでの訴訟手続きに要する期間は、合
理的な範囲内に止められなければならない。そしてこの原則は、個人、特
に一般市民が訴訟当事者である場合には厳格に適用される必要がある。加
盟国・EC機関とは異なり、一般市民は、国内裁判所・EC裁判所を問わ
ず、長期間に渡る訴訟手続きを最後まで追行するために必要な各種資源に
早法82巻１号（2006）12
乏しいことが一般的だからである。訴訟手続きの遅延は、加盟国・EC機
関より、個人に一層深刻な影響を及ぼすと考えられる以上、訴訟手続きの
迅速化は、個人の法的保護に大きく貢献する。それゆえ、ニース条約によ
る改革が、EC裁判所が以前より迅速に法的救済を与えることを可能にす
るか否かが、まず検討される必要がある。
訴訟手続きに要する期間を短縮して、司法制度の実効性を改善するため
には、一般に二つの方法が存在する。第一の方法は、司法制度自体の処理
能力を向上させることである。より多くの人的・財政的資源を裁判所を中
核とする司法部に振り向けることができれば、司法制度の質的・量的両側
面を同時に改善することはさほど困難ではない。しかし、司法部の政治的
立場は一般に強力ではないため、司法部は、予算不足の状態に置かれてい
るのが通常である。そのため、司法制度にとっては、予算増額を実現する
よりも、利用可能な限られた人的・財政的資源を制度内部において効率的
に配置することがより重要となる。これが第二の方法である。以下には、
両者の観点から、ニース条約による改革の内容を検討する。
２．EC司法制度の事件処理能力向上
（１）「司法パネル（judicial panel）」の創設
事件を適切かつ迅速に処理する司法制度の能力を強化する最も容易な方
法は、新しい裁判所を設立し、裁判官の人数を増員することであり、ニー
ス条約が実現した制度改革も、この趣旨に沿って、EC裁判所の事件処理
能力自体を向上させようとしている。
すなわちニース条約は、EC条約を改正して新しい司法機関である「司
法パネル（judicial panel, chambers juridictionnelles)（「特別審判所」とも訳
される）」の設置を可能とした。欧州司法裁判所・第一審裁判所の業務量
を減らすために、商標権を含む共同体知的財産権訴訟、職員訴訟など特定
の種類の事件を、専門化した司法機関に担当させることが、欧州委員会等
によって提案されてい
(32)
たが、司法パネルの創設は、それらの提案に応える
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ものであった。
司法パネルは、理事会の全会一致の決定によって設立される司法機関で
あり、第一審裁判所の管轄権から特定の事項に関する権限が、当該パネル
に移転される（EC条約220条・225
(33)
a条）。そして第一審裁判所は、司法パネ
ルの管轄事項に関する限り、司法パネルの上訴審として機能する（同225
条２項）。司法パネルは、第一審裁判所に付置される機関であり（同220
条）、ニース条約以前の第一審裁判所と同様に、EC条約上は独立した裁判
所としての地位を与えられてい
(34)
ない。しかし、司法パネルの設置は、EC
裁判所の構造を現在の「二層構造」から「三層構造」へ実質的に変化させ
るものである。なお、ニース条約が付加した EC条約規定は、司法パネル
制度の概要を定めるのみであり、制度の詳細は、理事会決定によって定め
られねばならない（同225a条）。
司法パネルの設置が、EC裁判所の事件処理能力を強化する重要な契機
となり得ることは明白であ
(35)
るが、この機会を最大限に利用するためには、
相当範囲の管轄権が、第一審裁判所より司法パネルに移転されねばならな
い。そして理事会は、ニース条約発効後の2004年11月に始めての司法パネ
ルである「EU公務員訴訟審判所（Civil Service Tribunal)」を設置する決
(32) Commission,supra note10;Scorey,supra note11,at 229.
(33) 同様の規定が、EAEC条約にも挿入されている（同条約140b条）。
(34) 司法パネルは、機能的観点からは、第一審裁判所の権限を独立して行使するこ
とが期待されているが、構造的観点からは、なお第一審裁判所の一部であると位置
付けられている。憲法条約は、欧州連合裁判所は、司法裁判所・一般裁判所・専門
裁判所という三つの裁判所によって構成されると規定しており（Ⅰ―29条１項）、
これらは、それぞれ現在の欧州司法裁判所・第一審裁判所・司法パネルに対応する
（同２項）。そして専門裁判所は、現在と同様に一般裁判所に付置されると規定され
ている（Ⅲ―359条１項）。このように憲法条約は、ニース条約による裁判所制度を
基本的に継承している。
(35) 政府間会議開催以前に、第一審裁判所の内部に設置されるか、外部の独立機関
として設置されるかは別にして、事件数増加に適切に対処するためには、新しい司
法機関が必要であるという認識が一般化していた（Albors-Llorens,supra note4,
at 1289)。
早法82巻１号（2006）14
定を
(36)
下し、後述のように事件数では相当な割合を占める職員訴訟の管轄権
を同審判所に移転した。同審判所は、裁判官の任命を終了し、2005年11月
より活動を開始して
(37)
いる。
（２）裁判官数の増加
裁判官の絶対人数を増加させることも、あらゆる司法制度にとって、事
件数の増加に起因する手続き遅延を正面から解決する方法である。そして
司法パネルの設置は、必然的に、現在の EC裁判所裁判官の増員に繫が
り、新しい裁判官が EC裁判所に加わることを意味する。前述の「公務員
訴訟審判所」は、７人の裁判官によって構成されて
(38)
おり、同審判所の設置
により、EC裁判所裁判官の数は、それだけ増加したことになる。今後、
司法パネルの設置が他分野に順次及べば、さらに裁判官数は増加すること
になろう。しかし、これ以外には、裁判官増員のための明確な対応をニー
ス条約中に見出すことはできない。
もっとも、裁判官増員が一般的には肯定される中で、欧州司法裁判所の
裁判官数増加は、意見の分かれる微妙な論点である。ニース条約による改
正以前の EC条約は、理事会決定による裁判官増員の可能性を認めた上
で、同裁判所の裁判官数を15名と定めていた（EC条約旧221条）。しかし、
ニース条約は、EC条約中から裁判官数を示す具体的数字を削除し、その
代わり、裁判官数は、加盟国数と同じでなければならないという新しい条
件を導入し、それ以上の増員の可能性を排除した（同現221条）。各加盟国
からの裁判官任命は、加盟国に存在する多様な法的伝統を EC法に組み込
むために不可欠であるが、他方、欧州司法裁判所の裁判官を現状より増員
することには慎重な意見が多く、特に増員により裁判官全員が出席する
(36) Council Decision of2November2004establishing the European Union Civil
 
Service Tribunal,OJ 2004,L 333/7.
(37) ECJ,Press Release No83/05,5October2005;European Union Civil Service
 
Tribunal,Press Release No 103/05,30November2005.
(38) Council Decision,supra note36.
欧州連合における司法制度改革（須網) 15
「全員法廷（plenary session)」の規模が拡大することへの懸念が強か
(39)
った。
欧州司法裁判所は、ECにおいて、EC法の最終的解釈権を有する「憲法
裁判所」と個々の訴訟事件に対する「最終審」という２つの主要な性格を
与えられており、EC法の一貫性と統一性を確保する任務を負っている。
これらの性格・役割を考慮すれば、欧州司法裁判所が限界なく規模を拡大
し、多くの裁判官を抱えることは、同裁判所の運営に困難を生じかねな
い。その意味で、ニース条約が、欧州司法裁判所の裁判官増員を実現しな
かったことは理解することができる。
これに対し、ニース条約が、下級審である第一審裁判所の裁判官増員を
明示しなかったことには不満が残る。欧州司法裁判所の場合とは対照的
に、第一審裁判所裁判官の増員によって司法制度に否定的影響が生じる可
能性はなく、また裁判官増員に反対する見解も見当たらなかったからで
(40)
ある。第一審裁判所は、設立当初より、「小法廷（Chambers)」による審
理を原則とし、裁判官全員出席の「全員法廷（plenary session)」による審
理は必須では
(41)
ない。その上、第一審裁判所の判断は、欧州司法裁判所によ
(39) EC裁判所自身も増員には慎重な立場を明らかにしており (ECJ and CFI,
supra note10,at18-19)、全員法廷の人数増加に反対する見解は、増加により全員
法廷の審理が機能不全に陥ることを懸念している (Thijmen Koopmans, The
 
Future of the Court of Justice of the European Communities, 11YEL15, 24
(1991);Commission,supra note10,at 8)。
(40) Koopmans,supra note39,at19;Commission,supra note10,at6;Rasmus-
sen,supra note7,at 1074.
(41) 第一審裁判所は、設立当初より３人又は５人の「小法廷」による審理を原則と
し、例外的に、「全員法廷」による審理を行うとされていたが (Council Decision,
supra note4,Art.2(4))、第一審裁判所創設以来の事件数増加及び共同体商標規則
の制定による新たな訴訟の増加に対応するために、その後の理事会決定（1999年４
月26日）(OJ 1999, L 114/52)により、第一審裁判所の設立に関する1988年10月24
日付け決定が修正され、裁判体を単独の裁判官が構成することも認められた。これ
に対応して、第一審裁判所は、単独裁判官が判断できる事案を特定するために、手
続規則を変更している (OJ 1999,L135/92)。その結果、現行の手続規則は、「小法
廷」を原則とした上で、13人の裁判官によって構成される「大法廷」、「全員法廷」、
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る審査に服するので（EC条約225条３項）、仮に小法廷間に法的判断の相違
が生じても、欧州司法裁判所に対する上訴を通じて、それを統一すること
ができる。しかし、このような欧州司法裁判所との相違にも係らず、ニー
ス条約は、第一審裁判所裁判官数の増加について十分な成果を上げなかっ
た。ニース条約以前の EC条約規定は、第一審裁判所の裁判官数に言及し
ていなかったが、ニース条約は、第一審裁判所は、各加盟国につき最低１
名の裁判官によって構成されねばならないという要件を導入した（EC条
約224条）。そして、具体的な裁判官数は、条約附属の「裁判所規程（Stat-
ute of the Court of Justice)」によって定められるべきところ、同規程は、
これを15名と定めている（裁判所規程
(42)
488条）。この数はニース条約以前と
同一であり、加えて裁判官増員手続きの決定要件も、ニース条約は緩和し
ていない。すなわち、第一審裁判所の構成は、ニース条約以前は、EC条
約上、理事会の全会一致による決定事項であった（EC条約旧225条２項）。
他方ニース条約により、裁判官数は裁判所規程によって決定されるので、
裁判官増員は、裁判所規程の修正によって行われるが（同224条）、同規程
の修正には、やはり理事会の全会一致が必要であり（同
(43)
245条）、裁判官数
を決定する理事会決定の要件は変化していない。第一審裁判所の裁判官数
は、それまでも常に議論の対象となり、裁判官増員の必要性は、以前より
広く認識されて
(44)
いた。前述のように、欧州司法裁判所の規模拡大とは異な
「単独裁判官」による審理を各認めている (CFI,Rules of Procedure of the Court
 
of First Instance of the European Communities,Art.10(1)and Art.11(1))。
(42) なお、2004年５月の EU拡大による10カ国の新規加盟に伴い、現在の裁判官数
は25名と定められている（裁判所規程48条）。
(43) ニース条約では、裁判所規程 (the Statute of the Court of Justice)は、EC条
約本体とは別の同条約附属の「議定書 (Protocol)」の形態で定められており（「欧
州司法裁判所規程に関する議定書 (Protocol on the Statute of the Court of Jus-
tice)」）、議定書第一部 (Title I)を除き、理事会における全会一致の決定により修
正することができる（EC条約245条）。
(44) Rasmussen,supra note7,at1974；ニース条約締結以前に、裁判官６人増員の
必要性について一致が得られていたとの指摘もある (Johnston, supra note 7, at
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り、より多くの裁判官を、第一審裁判所と司法パネルに配置すべきである
と論じることは十分説得的であり、理事会には、第一審裁判所裁判官増員
を早期に実現するための努力が求められている。
３．効率的な EC司法制度の整備
（１）EC裁判所間の適切な関係
前項の考察により、司法パネルの拡大・第一審裁判所裁判官増員の可能
性がありながらも、ニース条約発効により、EC裁判所の事件処理能力が
飛躍的に増大するわけではないことが明らかになった。その結果、限られ
た資源の効率的利用を達成するという第二の方法が、より真剣に検討され
なければならないことになる。
司法パネルの設置について言及したように、ニース条約による基本条約
改正後の現時点では、現実には３種類の EC裁判所が存在している。そし
て、これら３種類の裁判所が構成する EC司法制度の効率性を高めるため
には、第一に、それらの裁判所間に「公正かつ適正な階層的均衡関係」が
構築されなければならない。例えば、３種類の裁判所の一つに、他の裁判
所に比して過重な負担を負わせてしまうと、司法制度全体を良好に機能さ
せることが困難となりかねない。過重な負担を負った裁判所が、制度全体
の中で、ある種のボトルネックとして機能し、事件の効率的処理を妨げる
危険があるからである。そして第二に、裁判官を始めとする配置された人
的資源の効率的利用が、各裁判所の内部で追及されなければならない。裁
判所の一部に審理の遅延が生じることを回避するためには、人的資源の効
率的利用を通じて、受理する事件の量に見合った事件処理能力を個々の裁
判所が維持することが重要であるからである。以下には、これら EC司法
制度の効率性を高めるための努力が、ニース条約でどのように達成された
かを順次検討する。
512-513)。
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（２）裁判管轄権の各裁判所への適正な配分
(i）直接訴訟の管轄権配分 各裁判所間に適切な均衡が維持されている
かを考察するためには、第一次的には、各裁判所に配分された管轄権の範
囲に注目する必要があり、その文脈では、欧州司法裁判所・第一審裁判所
という二つの独立した EC裁判所間における管轄権配分を定める条約規定
がニース条約によって改正されたことをまず認識する必要がある。ニース
条約以前と異なり、現在の EC条約は、第一審裁判所が一定種類の直接訴
訟について、第一審としての管轄権を有することを直接保障している
（EC条約
(45)
225条）。しかし、この改正は、第一審裁判所管轄権が、ニース条
約によって実質的に拡大したことを意味しない。それは、1994年３月以
来、第一審裁判所は、個人が提起するあらゆる直接訴訟を審理できる管轄
権を
(46)
有し、自然人及び法人が提起する直接訴訟は、既にニース条約以前か
ら第一審裁判所が審理しており、他方個人以外が原告である直接訴訟は、
ニース条約附属の裁判所規程においても、なお欧州司法裁判所の管轄事項
とされていたからである（裁判所規程旧51条）。
既にニース条約に至る政府間会議以前の段階でも、個人が提起する訴訟
だけではなく、EC機関ないし加盟国が提起する訴訟を含むあらゆる直接
訴訟の管轄を第一審裁判所に移管させるべきことは広く承認されて
(47)
いた。
(45) ニース条約により、第一審裁判所は、無効訴訟を始めとする直接訴訟（EC条
約230条・232条・235条・236条・238条）の第一審としての管轄権を付与されたが
（EC条約225条１項）、これには例外があり、司法パネルの管轄に属する訴訟に加
えて、ニース条約で定められた裁判所規程により、加盟国・EC機関・欧州中央銀
行（ECB）が提起する直接訴訟は、欧州司法裁判所の管轄に留保されていた（同
項、裁判所規程旧51条）。
(46) L.Neville Brown and Tom Kennedy,The Court of Justice of the European
 
Communities 80(5?ed. 2000);Council Decision 93/350, supra note 14 and
 
Council Decision 94/149,supra note14.
(47) Scorey, supra note 11, at 227；例えば、委員会は、第一審裁判所に、加盟
国・EC機関によって提訴される訴訟を含む全ての直接訴訟に対する一般的な管轄
権を付与するという考え方を支持していた (Commission,supra note10,at4)。
欧州連合における司法制度改革（須網) 19
しかし、ニース条約の裁判所規程が、個人以外の当事者が提起する直接訴
訟を欧州司法裁判所の管轄権に留保したばかりか（同議定書51条）、直接訴
訟に関する第一審裁判所の管轄権は、ニース条約によって EC条約上は一
部縮減し、加盟国に対する義務違反訴訟（EC条約226条・227条）を扱う可
能性が明文により排除されたことに注意する必要がある（同225条
(48)
１項）。
ニース条約が、従来の第一審裁判所の地位を変更し、第一審裁判所を独立
した裁判所に昇格させたことを考慮すれば（同220条・225条）、同裁判所の
管轄権に対するこれらの制約は、同裁判所の新しい地位と矛盾するように
も思われる。もっとも、第一審裁判所は、EC機関の違法行為に対して、
個人の権利を保護する任務を負う行政裁判所として創設さ
(49)
れた。もし、行
政裁判所としての性格を重視するならば、それらの制約は、第一審裁判所
の本来的性質に適合すると理解することもできよう。
以上を要約すれば、EC条約の改正にも係らず、直接訴訟に関する限
り、「欧州司法裁判所」と司法パネルを含む「第一審裁判所」との間にお
ける管轄権の配分は、基本的には変化していない。第一審裁判所の管轄権
は、原則としては EC条約によって保障されるに至ったが、実質的には従
来と同様に裁判所規程の内容次第であり、管轄権の拡大は、将来の裁判所
規程の改正に先送りされたことになる。ニース条約附属の宣言が、欧州司
法裁判所と委員会に、欧州司法裁判所と第一審裁判所間の管轄権配分の再
検討を要求していることは、そのことを示して
(50)
いる。そして、規程修正に
は理事会の全会一致が必要である以上、第一審裁判所の管轄権拡大の実現
はなお不確定であった。しかし、2004年の理事会決定は、第一審裁判所の
(48) ニース条約以前は、先決裁定手続以外の、あらゆる類型の直接訴訟の管轄権
を、第一審裁判所に移転できることを前提に（EC条約旧225条１項）、第一審裁判
所の管轄権の範囲は、理事会の全会一致による決定により定められると規定されて
いた（同２項）(Lenaerts and Arts,supra note5,at 14)。
(49) Lenaerts and Arts,supra note5,at 13.
(50) ニース条約附属第12宣言 (Declaration on Article225of the Treaty establish-
ing the European Community)。
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管轄権を定める裁判所規程51条を修正し、理事会の行為に対して加盟国が
提起する無効訴訟・不作為訴訟に関する管轄権の一部を第一審裁判所に移
転
(51)
した。その結果、第一審裁判所は、現在は、個人とともに、加盟国が提
起する一部の訴訟事件の審理をも担当している。もっとも、上記拡大の範
囲はなお限定的であり、第一審裁判所への管轄権移転は、今後も争点であ
り続けることが予想される。
(ii）先決裁定手続の管轄権配分 先決裁定手続については、ニース条約
が、欧州司法裁判所と第一審裁判所間の管轄権配分が変化する可能性を新
たに作り出したことに注意する必要がある。すなわち、ニース条約以前に
は、先決裁定手続は、欧州司法裁判所の専属管轄に属していた（EC条約
旧225条１項・234条）。しかしニース条約は、限定された範囲の事案につい
て、第一審裁判所が先決裁定を下すことを可能にした（同現225条３項）。
もっとも、条約自体は、どの範囲の管轄権が第一審裁判所に移転されるか
を確定してはおらず、第一審裁判所管轄権の正確な範囲は、直接訴訟の場
合と同様に、裁判所規程によって定められる（同現225条３項）。そして、
現行裁判所規程が、第一審裁判所による先決裁定手続について何も規定し
ていない以上、第一審裁判所による先決裁定を可能とするためには、規程
の改正が必要である。
第一審裁判所に管轄権を一部移転することは、必然的に第一審裁判所に
新たな負担を課すことになるが、負担の程度は、どの範囲の権限が移転さ
れるかに拠る。1990年代まで、国内裁判所から欧州司法裁判所に対する付
託は継続的に増加し、その結果、先決裁定に要する審理期間は一貫して長
期化してきたが、その傾向は21世紀に入っても持続して
(??)
いる。従って、欧
(51) 具体的には、加盟国の国家援助を認める理事会決定（EC条約88条２項）・保
護貿易措置に関する理事会の行為・理事会による法執行（同202条）に対して加盟
国が提起する無効訴訟・不作為訴訟は、第一審裁判所の管轄権に属する (Council
 
Decision of26April2004amending Articles 51and 54of the Protocol on the
 
Statute of the Court of Justice,OJ 2004,L 132/5)。
(52) Turner and Mun?oz, supra note11,at 11-16；欧州司法裁判所の統計による
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州司法裁判所の処理能力は限界に近づきつつあると考えられ、今後、新規
加盟国からの付託が増加することを考慮す
(53)
れば、第一審裁判所への管轄権
移転の必要性は十分に肯定できる。しかし、1990年代には、欧州司法裁判
所と比較して、良好に機能していると認識されていた第一審裁判所ではあ
(54)
るが、今世紀に入ると、未済事件数が年々増加するとともに、審理期間も
次第に長期化する傾向を示して
(55)
おり、このような事情を考慮すれば、多く
の分野で、先決裁定手続の管轄権を第一審裁判所に移管すべきであると単
純に主張することには躊躇せざるを得ない。第一審裁判所の場合、EU拡
大によって直接訴訟の処理に伴う負担増が予想される以上、現在の第一審
裁判所が、先決裁定手続という新任務による追加的負担に耐える能力があ
ると安易に結論付けることはできないからである。したがって、第一審裁
と、先決裁定手続の付託数は、2000年以降はほぼ安定的に推移している（例えば、
2000年度224件、2004年度249件である）。そのため未済事件数も、2000年度の432件
から、2004年度の426件へとほとんど変化は見られず、未済事件が増加する傾向に
はないが、他方既済事件の裁定に要した平均期間は、2000年度の21．6ヶ月から、
2003年度には25．5ヶ月にまで長期化する。2004年度は23．5ヶ月と一定の改善を示す
が、なお予断を許さない状況にあると見るべきだろう（ECJ,The Annual Report
2004, Statistics of judicial activity of the Court of Justice,174,175and 180,
http://curia.eu.int/en/instit/presentationfr/index.htm)。
(53) 2004年度の統計では、新規加盟国国内裁判所からの付託は、ハンガリーからの
２件のみである (ECJ,supra note52,at 186)。
(54) それは、統計による限り、第一審裁判所は、1990年代には必ずしも審理の長期
化に悩んでいなかったからである。例えば、1997年から1998年にかけての時期を見
ても、第一審裁判所の審理期間は長期化していない (Turner and Mun?oz, supra
 
note11,at 17-19)。
(55) 第一審裁判所の統計によると、未済事件数は、2000年度の786件より、2004年
度には1174件に増加している。また、既済事件の平均審理期間も、2000年度には、
「知的財産権訴訟」9．1ヶ月、「職員訴訟」15．6ヶ月、「その他の訴訟」27．5ヶ月であ
ったものが、2004年度には、それぞれ17．3ヶ月、19．2ヶ月、22．6ヶ月と変化してい
る。「その他の訴訟」の審理期間は、2001年度には20．7ヶ月と劇的に短縮化された
が、その後は他の類型と同様に審理期間が年々漸増している (ECJ, The Annual
 
Report2004,Statistics of judicial activity of the Court of First Instance,191and
198,http://curia.eu.int/en/instit/presentationfr/index.htm)。
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判所への新たな管轄権移転は、それによって増加する負担を減少させる対
応措置を伴わなければならず、そのような措置なしに、先決裁定手続の管
轄権が移転されれば、第一審裁判所の審理期間はさらに長期化する危険を
否定できない。ここにおいて、司法パネルの設置が、第一審裁判所の実効
性維持に貢献する手段として期待されることになる。
(iii）司法パネルの設置 前述のように、現行 EC条約は、直接訴訟・
先決裁定手続の双方について、裁判所規程の改正により第一審裁判所の管
轄権を拡大する可能性を認めているが、管轄権拡大により第一審裁判所が
過重負担に陥ることを回避するためには、第一審裁判所の管轄権拡大と同
時に、その管轄権の相当範囲を司法パネルに移転し、第一審裁判所の業務
負担を適正範囲に維持する必要がある。
そしてニース条約発効後、「EU公務員訴訟審判所」が司法パネルとし
て設置され、既述のように、同審判所には、ECと EC職員間の訴訟事件
（いわゆる「職員訴訟（staff case)」）（EC条約236条・EAEC条約152条）の管
轄権が第一審裁判所より移転されている（裁判所規程62a条及び付属文書
Ⅰ）。ニース条約附属の宣言は、司法パネルが、職員訴訟を処理するため
に設置されるべきことを明らかにして
(56)
おり、同審判所の設置は、宣言に沿
った措置であった。職員事件は、EC法の発展には必ずしも重要な役割を
果たしていないが、ECの機能維持に不可欠な役割を果たすとともに、第
一審裁判所の業務量の少なからぬ部分を占めていた。すなわち、職員訴訟
の事件数は、近年、第一審裁判所に提起される全訴訟事件の30パーセント
前後を占めており、その管轄権移転は、第一審裁判所の負担削減に実質的
に貢献すると考えら
(57)
れる。そして、職員訴訟に続き、共同体知的財産権に
(56) ニース条約附属第16宣言 (Declaration on No 16 on Article 225a of the
 
Treaty establishing the European Community)。
(57) 例えば、1998年には、職員訴訟は、新たに提起された全訴訟事件の34％を占め
たと報告されている (Turner and Mun?oz,supra note11,at17)。最近もその傾向
は変わらず、例えば、2004年に、第一審裁判所が受理した536件中、職員訴訟は146
件、全体の27％である (ECJ,supra note55,at192)。なお、司法パネルの任務は調
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関する訴訟事件の管轄権が、次の移転対象として議論に上って
(58)
いる。
司法パネルに委ねる特定分野の決定にあたっては、３種類の EC裁判所
がそれぞれ負う業務負担の全体的均衡に配慮すべきである。そして、この
際に特に注意すべきことは、裁判所の管轄権の範囲と業務量が比例すると
考えられる限り、欧州司法裁判所から第一審裁判所への管轄権移転より、
第一審裁判所から司法パネルへの管轄権移転がより多くなければならない
ことである。なぜならば、第一審裁判所は、その本来的管轄事項に加え
て、司法パネルの上訴審としても機能するからである（EC条約225a条）。
上訴事件の処理については、以下に詳述する。
(iv）上訴事件の負担 欧州司法裁判所と第一審裁判所の両者は、下級
審の判断を審査する上級審としても機能する。そのため、EC裁判所間の
全体的均衡を検討する際には、各裁判所に配分された第一次的管轄権によ
る業務負担に加えて、上訴事件に要する業務負担を考慮に入れる必要があ
る。たとえ一定範囲の管轄権が下級裁判所に移転されても、移転された管
轄権を行使した下級審の判断に対して多くの上訴が提起されれば、上級審
の負担は必ずしも減少しないからである。
現在、上訴審として主に機能しているのは欧州司法裁判所であるが、第
一審裁判所の管轄事件が、欧州司法裁判所の審査対象となる場合は、以下
の三種類に区分される。
第一は、第一審裁判所に提起された直接訴訟であり、ニース条約以前に
も、欧州司法裁判所は、法律問題に関する限り、第一審裁判所の判断を審
査する上訴審として機能していたが（EC条約旧225条１項）、現在も、第一
審裁判所が第一審として下した判決に対し、訴訟当事者は、ニース条約以
停を含むが、これは旧来の実務の反映である (S/oren J. Sch/onberg, Coping with
 
Judicial Over-Load:The Role of Mediation and Settlement in Community
 
Court Litigation,38CMLRev.333,338(2001))。
(58) Declaration by Luxembourg,OJ2001,C80/1；学説にも、共同体知的財産権
に関する訴訟が、第一審裁判所に移管される管轄権に含まれるべきであると論じる
ものがある (Johnston,supra note7,at 508)。
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前と同様に欧州司法裁判所に上訴することができる（同現225条１項）。
第二は、第一審裁判所が先決裁定を下す場合である。前述のように、第
一審裁判所は、先決裁定の権限を未だ移転されていないが、管轄権の第一
審裁判所への移転を可能とした EC条約改正は、EC法の統一的適用を確
保するために、欧州司法裁判所が第一審裁判所の裁定を審査する制度の導
入を伴っている（同現225条３項）。そこでは、欧州司法裁判所の審査に至
る方法は、さらに以下の二つに区分さ
(59)
れる。第一の方法は、「第一審裁判
所の職権による付託」であり、第一審裁判所は、事案に対する自らの判断
が EC法の統一性ないし一貫性に影響を及ぼす可能性がある場合には、自
らの裁量により、欧州司法裁判所に事案を付託することができる（同）。
第二の方法は、「欧州司法裁判所の職権審査」であり、欧州司法裁判所は、
EC法の統一性ないし一貫性に対する深刻な危険が存在する場合には、首
席法務官（First Advocate-General）の提案に基づく自己の決定により、
第一審裁判所の裁定を審査できる（同３項・裁判所規程
(60)
62条）。もっとも、
欧州司法裁判所の審査が行われる可能性は、実際には限定されているよう
に思われる。先決裁定手続の構造から、訴訟当事者に上訴権が認められな
いことに
(61)
加え、第一審裁判所の裁定は終局判断と位置付けられており、欧
州司法裁判所の審査は、EC法の統一性・一貫性を保護するために認めら
れた例外に過ぎないからで
(62)
ある。したがって、そのような審査が欧州司法
(59) Johnston, supra note 7, at 508;Takis Tridimas, Knocking on Heaven’s
 
Door:Fragmentation, Efficiency and Defiance in the Preliminary Reference
 
Procedure,40CMLRev.9,21(2003).
(60) ニース条約付属第13宣言は、ニース条約発効後、EC条約225条２・３項の規
定する欧州司法裁判所による審査手続きの詳細が、裁判所規程によって定められる
べきことを宣言している (Declaration No 13on Article 225(2)and (3)of the
 
Treaty establishing the European Community,essential provision of the review
 
procedure;Johnston,supra note7,at 509)。
(61) ECJ and CFI,Contribution by the Court of Justice and the Court of First
 
Instance to the Intergovernmental Conference4(2000).
(62) 例えば、ニース条約により新たに挿入された EC条約229a条は、欧州司法裁
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裁判所に大きな負担を強いる可能性は小さい。欧州司法裁判所の審理が、
国内裁判所における審理を含む手続き全体の遅延を避けるため、「緊急手
続き（emergency procedure)」を利用して、可能な限り短期間で終了する
と予定されていることも、負担の軽減に繫がるだ
(63)
ろう。
第三は、司法パネルが決定を下す場合である。司法パネル設置により、
第一審裁判所は、司法パネルの上訴審となる（EC条約現225条２項）。そし
て第一審裁判所判決に対する上訴の場合と異なり、司法パネルの決定に対
する上訴理由は、法律問題に限定されず、当該司法パネルの設置決定が認
める場合には、第一審裁判所は、法律問題とともに事実問題をも審査でき
る（同現225a条）。事実認定の審査と認定の基礎となる証拠の精査には通
常多くの時間が必要であるので、事実問題の審査が第一審裁判所の負担を
増加させる可能性は否定できないが、前述の「EU公務員訴訟審判所」の
決定に対する上訴理由は法律問題に限定されて
(64)
いる。そして、上訴に対す
る第一審裁判所の判断は、EC法の統一性を損なう危険がある場合には、
さらに例外的に欧州司法裁判所の審査対象となる（同現225条２項）。しか
し欧州司法裁判所は、第一審裁判所先決裁定の場合と同様に、第一審裁判
所の判断を審査するか否かを自ら決定し（裁判所規程62条）、訴訟当事者に
は上訴権は与えられていない
(65)
ので、この審査が欧州司法裁判所にとって大
判所に、共同体知的財産権二次立法の適用をめぐる紛争を処理する管轄権を付与す
ることを認めている (Johnston,supra note7,at506-507)。他方、第一審裁判所に
は、同条約225条３項により、共同体知的財産権に関する先決裁定の管轄権を与え
ることができる。このような場合には、欧州司法裁判所による第一審裁判所先決裁
定の審査が可能でなければ、EC法の一貫性を維持することは困難であろう。
(63) ニース条約附属第15宣言は、審理期間短縮のために、欧州司法裁判所は、緊急
手続きに従って、事件を処理すべきであると指摘している (Declaration No.15on
 
Article225(3)of the Treaty establishing the European Community)。
(64) 公務員訴訟審判所に関する裁判所規程附属書Ｉによれば、上訴理由は、法律問
題に限定されている（附属書Ⅰ.11条１項）(Council Decision,supra note36)。
(65) 過去には、欧州司法裁判所に質問を付託する権利を、訴訟当事者に与えるべき
であるか否かが論じられている (Carl Otto Lenz,The Role and Mechanism of the
 
Preliminary Ruling Procedure,18Fordham Int’l L.J.388,394(1994))。
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きな負担となる可能性は小いだろう。
以上の考察に基づいて、上訴事件による負担増の影響を要約すると、第
一類型の場合は、欧州司法裁判所の状況は、ニース条約以前と変化なく、
但し、EU拡大による加盟国数の増加に応じて、第一審裁判所の判決数が
増加すれば、それに比例して欧州司法裁判所に対する上訴件数も徐々に増
加すると予測さ
(66)
れる。これに対し、第二・第三の類型の場合は、ニース条
約により、欧州司法裁判所による審査の新しい可能性が生じているが、同
裁判所による審査の可能性はなお限定されており、その結果、両者におい
て、欧州司法裁判所の上訴審としての負担増が、同裁判所の運営に困難を
生じるとは考えられない。他方、第一審裁判所については、司法パネルに
移転される管轄権の範囲が拡大すれば、それに応じて、第一審裁判所の上
訴審としての絶対的負担は増加するが、公務員訴訟審判所の決定に対する
上訴理由は法律問題に制限されており、現状では、司法パネルへの管轄権
移転が第一審裁判所の業務量削減に寄与することは明らかである。総じ
て、現在までのところ、欧州司法裁判所・第一審裁判所双方につき、下級
裁判所への管轄権移転は、上級裁判所の業務負担削減に全体として積極的
効果を生じると判断することができる。
（３）裁判所組織・運営の改革
―「小法廷の積極的活用」と「法務官の選択的利用」―
先決裁定手続の管轄権の第一審裁判所への部分的移転が可能となったと
は言え、欧州司法裁判所には、ニース条約発効後も、先決裁定手続・個人
以外の原告によって提起される直接訴訟の分野で中心的役割を維持し続け
ることが期待されている。加えて、ニース条約は、欧州司法裁判所の管轄
権が、知的財産権法の適用に関する私的当事者間の紛争にまで拡大する可
能性をも作出している（EC条約229a条）。そのためニース条約は、人的資
(66) 欧州司法裁判所への上訴件数は、ほぼ安定しており、2000年以降毎年、概ね50
―60件で推移しており、新受件数の１割内外を占めている (ECJ,supra note52,at
175)。
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源の効率的利用を意図し、同裁判所の内部組織・運営についても幾つかの
改善を図っている。
すなわち第一は、「裁判体の構成の見直し」であり、ニース条約は、「小
法廷（chambers)」の使用を積極的に推進している。ニース条約以前の欧
州司法裁判所の裁判体は、「全員法廷（plenary session)」と一部の裁判官
によって構成される「小法廷（chambers)」の二種類に区分されていた
（EC条約旧221条）。1990年代には、実際には、小法廷が審理する事件数が、
全員法廷が審理する事件数を上回ってい
(67)
たが、第一審裁判所とは異なり、
欧州司法裁判所は、「全員法廷」で審理することが原則であり、「小法廷」
による審理は、あくまで例外と位置付けられていた（同旧
(68)
221条）。しかし
ニース条約は、欧州司法裁判所における「全員法廷の原則」を変更し、そ
の結果、現在では、全裁判官が出席する「全員法廷（full court)」は例外
的に開催されるのみである。現行 EC条約は、欧州司法裁判所が「小法廷
（chamber)」・「大法廷（Grand Chamber)」・「全員法廷（full court)」とい
う３種類の裁判体を使用することを定め、「全員法廷」による審理を例外
に位置付けている（同現221条）。各法廷の構成・その使用方法の詳細は、
裁判所規程が定めるところであり、「小法廷」は３人ないし５人の裁判官
によって、「大法廷」は13人（ニース条約発効時は７人）の裁判官によって、
「全員法廷」は全裁判官によって各構成される（裁判所規程16条）。そして、
「大法廷」ないし「全員法廷」による審理が義務付けられる場合は著しく
(67) Lenaerts and Arts,supra note5,at6；例えば、1999年度に欧州司法裁判所が
下した全判決・裁定・命令276件のうち、３人及び５人の裁判官が構成する小法廷
が下した件数は202件に及んでいる (ECJ,The Annual Report 1999,Statistics of
 
judicial activity of the Court of Justice in 1999, 5-6, http://curia.eu.int/en/
instit/presentationfr/index.htm)。
(68) 小法廷の使用のために、欧州司法裁判所は、小法廷に付託する事件を選別する
基準を策定する権限を有する（欧州司法裁判所手続規則９条）。なお、ニース条約
以前は、小法廷は、３人、５人ないし７人の裁判官によって、全員法廷は15人の裁
判官によって構成されていた（旧221条）。
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限定されており（同
(69)
16条）、それらの場合に該当しない限り、自動的に
「小法廷」による審理に委ねられる。このような「小法廷」の積極的活用
は、実際上、欧州司法裁判所の処理能力を増加させる効果を生じる。ニー
ス条約が他方で、裁判官数を加盟国数以上に増加させることを断念した以
上、「小法廷」のより頻繁な使用が、欧州司法裁判所の効率性向上のため
に残された有力な手段である。その意味で、小法廷の積極的活用という方
針は十分に理解できる。
第二は、「訴訟手続きの合理化」であり、ニース条約は、法務官意見の
選択的な利用を実現している。欧州司法裁判所が結論に至る過程におい
て、「法務官（Advocates-General)」の果たす役割は極めて重要であり、
法務官の提出する意見は、裁判官による事案検討の基礎となるばかりか、
裁判官の心証形成にも少なからぬ影響を及ぼしている。ニース条約以前に
は、EC条約上、法務官は、欧州司法裁判所に係属する事件に対して意見
を提出しなければならないと定められており（EC条約旧222条）、全ての事
件に法務官が意見を提出することが原則であった。しかし、先決裁定手続
については、既に2000年の手続規則改正により、裁判所が、法務官の意見な
しに、「判決（judgment)」ではなく、「理由付き命令（reasoned order)」
によって判断できる場合が拡大されて
(70)
いた。そしてニース条約による改正
(69) 大法廷は、加盟国ないし EC機関が訴訟当事者である場合に、彼らの要求に基
づき開催され、全員法廷は、オンブズマンの解任（EC条約195条２項）、委員会委
員の義務違反による解任（同213条２項）、委員の解任（同216条）など裁判所規程
の定める一定の事件の審理にのみ用いられる（裁判所規程16条）。
(70) Tridimas,supra note59, at 18-19；修正前の手続規則では、命令により判断
できるのは、国内裁判所の質問が、過去の裁定における質問と全く同一の場合に限
定されていた（旧規則104条３項）。新規則では、国内裁判所が送付された質問が、
過去の裁定の質問と同一である場合に加えて、既存の判例法から回答が明確に導き
出せる場合、又は回答に合理的な疑問の余地がない場合にも理由付き命令による決
定が可能と規定されている（新規則104条３項）。また、2000年改正では、例外的な
「迅速手続き (expedited procedure)」が新たに導入された。国内裁判所の要請に
基づき、事案に緊急性があることか認められた場合には、通常の手続を適用せずに
裁定を下すことが可能となり（新規則104a条）。同様の手続は、直接訴訟にも認め
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では、法務官意見が、全ての事件に提出される必要はないことが明示され
（同現
(71)
222条）、同条約附属の裁判所規程も、当該事件が新しい法律上の論
点を提起していない場合には、欧州司法裁判所は、法務官の意見なしに判
断できると規定した（裁判所規程20条）。法務官の選択的利用は、法務官
が、自己の限られた資源の浪費を回避して、重要な争点に集中することを
可能にするものであり、その意味で効率性の向上に資するものである。
第三は、EC裁判所の「手続規則制定権の改善」である。EC裁判所の
効率性向上に、訴訟手続きの合理化が重要な役割を果たすことは、上述し
た法務官の選択的利用制度が示すところであり、司法制度の効率性維持の
ためには、EC裁判所が、自らが主催する手続きに適用される規則を適切
に改正できる必要がある。欧州司法裁判所の規則制定権限は、以前より認
められていたが、裁判所は、単独で権限を行使することはできず、規則制
定には、全会一致による理事会の承認が必要であった（EC条約旧245条）。
そのため欧州司法裁判所は、以前から、状況の変化に迅速に対応するため
に、理事会の決定に拘束されない、国内裁判所と同様の手続規則改正権の
必要性を強調して
(72)
おり、そのような考え方は学説によっても支持されて
(73)
いた。そしてニース条約は、理事会の承認は廃止しなかったが、理事会の
議決要件を緩和し、手続規則制定に対する理事会の承認を、理事会の特定
多数決によって決定することとした（同現223条）。EU拡大後も全会一致
が要件では、手続規則の変更は著しく困難になってしまうからである。第
一審裁判所も、手続規則制定に理事会の承認が必要であることは欧州司法
裁判所と同様であり、以前は、全会一致であった承認の要件は（同旧225
条４項）、ニース条約により、やはり特定多数決に緩和されている（同現
られている（同62a条）。
(71) EC条約222条は、法務官は、裁判所規程に従い、法務官の関与を必要とする
事件に対して理由付き主張を提出すると規定している (Johnston,supra note7,at
515-516)。
(72) ECJ,supra note6,at 3.
(73) van Gerven,supra note14,at 219.
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(74)
224条）。EC裁判所の手続規則制定に必要な理事会承認の要件が特定多数
決に緩和されたことは評価すべきであるが、理事会の承認を必要としない
EC裁判所の自律的規則制定権の導入は、「司法権の独立」とも関連し、
今後も議論の対象となろう。
Ⅴ．「司法へのアクセス保障」のための制度改革
１．個人に対する法的救済の質的側面
前章において考察したように、EC司法制度の実効性は、ニース条約に
より、幾つかの点で改善されている。そのこと自体は、「個人の権利保護」
に資するとして積極的に評価すべきである。しかし他方では、「迅速な司
法」が、「適正な司法」の必要条件を常に満たすとは限らない。裁判所に
提起された訴訟事件が迅速に処理されることだけが、「適正な司法」の内
容ではないからである。あらゆる裁判所には、受容可能な期間内に事案に
対する最終判断を下すことに加えて、本来訴訟によって解決されるべき法
的紛争に対して司法判断へのアクセスを保障し、また最終的な司法判断に
より、個人に対して質の高い法的救済を供給することが求められる。そし
て、これらが達成されない場合には、個人は、「迅速な司法」が実現され
ない場合と同様に、自らの権利に対する十分な法的救済を得られないこと
になる。そこで本章では、検討対象を、訴訟手続きに要する期間から、
「個人の司法へのアクセス保障」に移し、「直接訴訟における個人の原告適
格」と「先決裁定手続の構造」を各検討する。なお後者は、訴訟の迅速化
とも関連するが、単なる迅速化ではなく、「司法へのアクセス保障」の観
点から、これを取り扱っている。
そして、以下の検討に際しては、EC司法制度の中で、ニース条約が変
(74) 司法パネルも手続規則を定めねばならないが、欧州司法裁判所の同意ととも
に、特定多数決による理事会の承認が必要である（EC条約225a条）。
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更しなかった部分に特に注意を払う必要がある。その検討を通じて、将来
の制度改革の課題に対する示唆が得られるであろう。
２．直接訴訟における個人の原告適格
第一に検討されるべき事項は、直接訴訟における限定された「個人の原
告適格」である。直接訴訟における「個人の原告適格」は、これまで、特
に「無効訴訟（EC条約230条）」と「不作為訴訟（同235条）」をめぐって活
発な議論を惹起し、具体的には、決定の名宛人ではない「個人の原告適
格」を拡大する必要性が、多くの論者によって主張されて
(75)
きた。加盟国の
中にも原告適格の拡大を支持する国はあり、例えば、フランスは、拡大へ
の支持を表明して
(76)
いた。しかし、「個人の司法へのアクセス保障」の改善
に不可欠と思われたこの事項は、最終的には、ニース条約による改正の対
象から除外されてしまった。この結論は、ニース条約による EC司法制度
改革の主目的が、判決言渡しまでの審理期間の短縮にあったために、EC
裁判所の事件数削減が強く意識されたという事実によって、部分的には説
明できるかもしれ
(77)
ない。原告適格の拡大が、訴訟事件数の増加に繫がると
考えられる以上、「個人の原告適格」の緩和は、改革の目的と矛盾するよ
うに思われたからで
(78)
ある。
しかし、裁判所へのアクセスが不可能であれば、個人が、違法行為から
(75) Turner and Mun?oz, supra note 11, at 47-48;Anthony Arnull, Private
 
Applicants and the Action for Annulment since CODORNIU,38CMLRev.7,7-
9(2001).
(76) The French delegation,Memorandum on Reform of the Judicial System of
 
the European Union,CONFER 4726/00,23-4(2000).
(77) Johnston,supra note7,at 506;Alan Dashwood and Angus Johnston,The
 
Outcome at Nice:An Overview,in The Future of the Judicial System of the
 
European Union 222(Alan Dashwood and Angus Johnston eds.,2001).
(78) EC裁判所が、業務負担の削減に夢中になっている事実が、「個人の原告適格」
の範囲を制限するという現在の判例法の背後に存在する事情であるとの指摘がある
(Arnull,supra note75,at 51)。
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法的に救済される可能性は存在しない。したがって、個人の原告適格が必
要以上に制限された現状を放置はできず、個人に与えられる法的保護を改
善するためには、「原告適格の拡大」に向けた努力を放棄してはならない
と少なからぬ論者が主張して
(79)
いる。
このような主張に対しては、たとえ EC裁判所への訴訟提起が制限され
ていても、前述のように、個人は加盟国の国内裁判所において、なお EC
機関の違法行為を争う機会を与えられるので、個人の権利保護に欠けると
ころはないとの反論があり得るかもしれない。欧州司法裁判所は、先決裁
定手続を通じて、国内裁判所に提起された訴訟に関与できるからである。
しかし、国内裁判所に提起された訴訟と先決裁定手続の結合は、権利保護
の手段として、EC裁判所における「直接訴訟」を全面的に代替すること
はできない。先決裁定手続は、欧州司法裁判所と国内裁判所との間に構築
された微妙な均衡関係を基礎に成立し、同手続は、多くの点で、国内裁判
所の積極的かつ自発的な協力に依存しているからである。例えば、第一
に、先決裁定手続では、国内裁判所に手続開始の主導権があり、欧州司法
裁判所に対する質問の付託は、第一次的には国内裁判所側が決定すべき事
項で
(80)
ある。そのため、国内裁判所が質問を欧州司法裁判所に付託しないと
決定する場合には、EC裁判所による審査が行われる余地はなく、国内裁
判所が付託義務を負う場合ですら、国内裁判所にその決定を変更させ、義
務の履行を強制する手段は、実際には存在しなかった（但し、欧州司法裁
判所の最近の判例により、国内裁判所の付託義務違反に対する国家責任追及の
可能性が認められたため、国内裁判所の付託義務がより厳格に機能する可能性
が
(81)
ある）。第二に、先決裁定手続の構造上、国内裁判所は事案自体を欧州
(79) Johnston,supra note7,at 506;Dashwood and Johnston,supra note77,at
222;Turner and Mun?oz,supra note11,at 91-92.
(80) Koch,supra note27,at 515.
(81) Lenz, supra note65, at 397；最終審である国内裁判所は、欧州司法裁判所へ
の付託義務を負っている（EC条約234条）（但し、例外的に付託義務が免除される
場合がある。G.Federico Mancini and David T.Keeling,From CILFIT to ERT :
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司法裁判所に付託するわけではなく、事案に含まれる EC法の解釈問題を
付託するに過ぎない。換言すれば、欧州司法裁判所の任務は、国内裁判所
の判断に必要な EC法の解釈・EC法の有効性を示すことに限定されてい
るので、先決裁定によって示された判断が国内裁判所を拘束するとは言
え、先決裁定自体は、国内裁判所における訴訟の最終的帰趨に対して間接
的影響しか持たず、その意味で、直接訴訟の判決と同等の意義を有するも
のではない。確かに、事案によっては、EC裁判所の示す解釈によって事
案の結論が直接左右される場合もあろう。しかし、そうではなく、EC裁
判所の解釈を前提にしながら、国内裁判所による裁量的判断が行われる場
合もある。その場合、当該事案の事実に対して EC法を適用する責任を負
う国内裁判所が、先決裁定に内在する、欧州司法裁判所の真実の意向に従
the Constitutional Challenge facing the European Court,11YEL1,3-5(1991)）。
加えて、欧州司法裁判所の判例法により、下級審も、EC機関の行為を無効と判断
しようとする場合は、付託義務を負う (Anthony Arnull,The European union and
 
its Court of Justice 61-62(1999);Case 314/85 Foto-Frost v. Hauptzollamt
 
Lu?beck-Ost,［1987］ECR4199, at 4231-4232, paras.15-20)。しかし、付託義務を
負う国内裁判所が付託義務に違反して事案を付託しなかった場合、義務違反の責任
を追及することは実際には困難であると考えられてきた。しかし、第一に、2003年
のKo?bler事件先決裁定は、加盟国最高裁判所の行為が「EC法上の義務に違反し
た加盟国の損害賠償責任」法理の対象となることを確認するとともに、最終審の付
託義務違反によって賠償責任が生じる可能性を認めた (Case C-224/01Ko?bler ,
［2003］ECR I-10239,paras.33and 55)（西連寺隆行「構成国最高裁判所の EC法
上の国家賠償責任」貿易と関税52巻10号（2004年）75（１)―71（５）頁；Claus
 
Dieter Classen,Annotation of Ko?bler,41CMLRev.813-824(2004））。そして第二
に、同じく2003年の Commission v.Italy事件判決は、国内裁判所の義務違反行為
を認めた、始めての義務違反訴訟の判決である (Case C-129/00,［2003］ECR I-
14637, para. 41）。このように、国内裁判所の義務違反行為に対する EC側からの
規制が、最近強化されつつあることに注意すべきであり、その結果、国内裁判所の
付託件数は、今後さらに増加する可能性がある (Peter J.Wattel,Ko?bler,CILFIT
 
and Welthgrove:We Can’t Go On Meeting Like This,41CMLRev.177,178-179
and 181(2004);Jan Koma?rek, Federal Elements in the Community Judicial
 
System:Building Coherence in the Community Legal Order,42CMLRev.9,10
-18and 23-26(2005))。
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う保障は必ずしも
(82)
ない。これらの特徴が示唆するように、先決裁定手続に
おいて、欧州司法裁判所は、国内裁判所の行動を完全に統制する権限・手
段を持たず、それゆえに、個人に法的救済への十分なアクセスを保障する
ためには、直接訴訟における原告適格の範囲拡大の必要性が依然として肯
定されるので
(83)
ある。
３．先決裁定手続の構造
（１）審理期間短縮の必要性
検討されるべき第二の課題は、先決裁定手続の構造に関連する。ニース
条約では、先決裁定手続きに関する管轄権の一部を、欧州司法裁判所から
第一審裁判所に移転することが認められた（EC条約225条３項）。しかし、
先決裁定手続の構造には、ニース条約は何らの変更も加えていない。
先決裁定手続をめぐる主要な争点が、先決裁定に要する審理期間の短縮
であることについて異論はない。「直接訴訟」と「先決裁定手続」を比較
する限り、欧州司法裁判所の審理期間にそれほど大きな差異を見出すこと
はでき
(84)
ない。しかし、先決裁定手続の場合、個人が最終的な法的救済を得
るためには、裁定の審理期間に加えて、国内裁判所における審理期間が必
要であることを考慮しなければならない。先決裁定手続の審理には、1990
年代後半以降、平均して２年前後の期間を要して
(85)
おり、「個人の権利保護」
(82) Mancini,supra note3,at 17-18.
(83) Turner and Mun?oz,supra note11,at 42-45.
(84) 例えば、2003年に終結した事件について見ると、平均審理期間は、先決裁定手
続25．5ヶ月、直接訴訟24．7ヶ月、2004年についても、先決裁定手続23．5ヶ月、直接
訴訟20．2ヶ月であった (ECJ,supra note52,at 174)。
(85) 例えば、1999年の既済事件の平均審理期間は21．2ヶ月（ECJ, The Annual
 
Report 1999,Statistics of judicial activity of the Court of Justice,http://curia.
eu.int/en/instit/presentationfr/index.htm)、2000年の平均審理期間は21．6ヶ月
(ECJ,The Annual Report 2000, Statistics of judicial activity of the Court of
 
Justice, http://curia.eu.int/en/instit/presentationfr/index.htm)、その後若干長
期化して２年前後を推移している (ECJ,supra note52,at 174)。
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の観点からは受忍限度を越えている可能性があり、EC裁判所へのアクセ
スを阻害していると考えられる。適切な暫定的救済が国内裁判所において
与えられない限り、個人の権利は、そのような長期に渡る手続きによって
回復不可能な損害を被りかねないからである。したがって、ニース条約に
至る政府間会議以前において、このような状況を是正するための対応が必
要であるという意見の一致が見られたことは驚くに値しない。憲法条約
が、先決裁定手続の構造は維持するものの、拘禁中の者に関する国内訴訟
の場合には、裁判所は、最低限の遅延で行動しなければならないと規定し
たのも同じ認識からである（Ⅲ―369条）。
（２）政府間会議で議論された修正案
しかし先決裁定手続の既存の構造を前提とする限り、審理期間全体の短
縮には自ら限界がある。このため政府間会議には、欧州司法裁判所の負担
軽減を意図して、先決裁定手続の構造を根本的に変革する案が複数提出さ
れた。それらの提案は、以下の５種類の選択肢に要約することがで
(86)
きる。
第一の選択肢は、欧州司法裁判所に先決裁定を要請できる国内裁判所の
審級を制限することである。この考え方はさらに２種類に分かれる。一つ
は、事案を付託できる国内裁判所を、各加盟国の最高裁判所に限定すると
いう考え方であり、他方は、事案の付託権限を加盟国の第一審裁判所から
剥奪するという考え方で
(87)
ある。前者に関しては、査証・庇護・移民政策の
分野における先決裁定手続の利用を国内最終審に限定している EC条約68
条１項を根拠に、下級審からの送付を禁止すべきであるとの意見が主張さ
(88)
れた。同条は、事件の欧州司法裁判所への集中を回避する趣旨であったか
らである。
第二の選択肢は、最終審である国内裁判所が負う欧州司法裁判所への付
(86) Turner and Mun?oz,supra note11,at63-68;ECJ and CFI,supra note10,at
21-27;Commission,supra note10,at 3-4.
(87) ECJ and CFI,supra note10,at 22.
(88) Rasmussen,supra note7,at 1104.
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託義務の緩和を意図するもので
(89)
ある。欧州司法裁判所の判例法によれば、
最終審の負う付託義務は、例外的に免除され
(90)
るが、この選択肢は、例外の
範囲を拡張しようとするものである。
第三の選択肢は、欧州司法裁判所による事案選択制度の導入で
(91)
ある。こ
の選択肢によれば、欧州司法裁判所は、事案の新奇性・複雑性・重要性な
ど一定の選択基準を適用して、国内裁判所から付託された質問のうちどの
質問に回答するかを決定する広範な裁量権を有することに
(92)
なる。欧州司法
裁判所は、少数の例外的場合を
(93)
除き、国内裁判所が付託した質問に回答す
ることを法的に義務付けられるが、この選択肢は、その原則を逆転させる
ものである。
第四の選択肢は、欧州司法裁判所が有する先決裁定手続の管轄権の一部
を、他の裁判所に移転することである。この選択肢は、さらに二つの考え
方に分かれる。第一の考え方は、一定範囲の管轄権を欧州司法裁判所から
第一審裁判所に移転しようと
(94)
する。第一審裁判所が先決裁定を下す可能性
は、ニース条約以前は、明確に排除されていたが（EC条約旧225条１項）、
この考え方では、先決裁定手続の管轄権は、欧州司法裁判所と第一審裁判
(89) Commission,supra note10,at4;The Working Party,supra note20,at165.
(90) Lenaerts and Arts, supra note 5, at 48-51; Case 283/81 C.I.L.F.I.T. v.
Ministry of Health,［1982］ECR3415,at 3429-3430.paras.12-16.
(91) ECJ and CFI,supra note10,at 23.
(92) EC裁判所は、この考え方に賛成していた (Id.)。しかし、委員会が設立した
作業グループは、欧州司法裁判所による事案選択は、同裁判所と国内裁判所間の協
力・対話と矛盾するという理由で、この考え方に反対した（The Working Party,
supra note20,at 171);Rasmussen,supra note7,at 1091-1092.
(93) 欧州司法裁判所が付託に答えない例外的場合が存在することにも注意が必要で
ある。例えば、先決裁定のために付託された EC法上の争点が、国内裁判所におけ
る訴訟の本案と無関係であることが明らかな場合には、欧州司法裁判所は、付託さ
れた質問に回答することを法的に義務付けられない (Lenaerts and Arts, supra
 
note5,at 35-36and 39-40)。
(94) ECJ and CFI,supra note10,at25-26;Commission,supra note10,at3;The
 
Working Party,supra note20,at 172.
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所の双方に配分されることになる。第二の考え方は、既存の EC裁判所に
加えて、国内裁判所からの付託を処理する責任を負う、新しい司法機関を
各加盟国に創設しようと
(95)
する。
そして最後である第五の選択肢は、国内裁判所が、自己の責任におい
て、EC法をより積極的に適用することを促進する措置で
(96)
あり、具体的に
は、国内裁判所における EC法アドバイザーないし法務官の任命等が提案
されて
(97)
いた。
要約すれば、第一から第三までの３つの選択肢は、一般的に言って、国
内裁判所からの付託数を減らすことに焦点を合わせている。例えば、欧州
司法裁判所に対する付託の多くは下級審である国内裁判所からである
(98)
ので、第一の選択肢が採用されて、付託できる国内裁判所が最高裁判所に
限定されれば、付託数を著しく減少させる結果が生じるだろう。これとは
対照的に、続く第四・第五の２つの選択肢は、欧州司法裁判所の業務を他
の裁判所に分散することによって、EC裁判所制度全体の付託処理能力を
向上させることを目的としている。この戦略は単純ではあるが実効的であ
り得る。なお第五の選択肢は、他の選択肢と矛盾せず、他の選択肢を補完
する手段としても認識されるべきである。これら各選択肢には、それぞれ
欠点があるとは言え、そのいずれもが、欧州司法裁判所の業務負担の軽減
に一定程度寄与すると思われる。
(95) もっとも、この考え方は十分には煮詰められておらず、例えば、新たな司法機
関の位置付けも明確ではなかった（ECJ and CFI,supra note10,at 26-27）。
(96) Commission,supra note10,at 3.
(97) Turner and Mun?oz,supra note11,at 67.
(98) 1952年以来の先決裁定手続の実務を見る限り、多くの加盟国において、最終審
である国内裁判所からの付託は相対的に少数である。例えば、ベルギーからの付託
数合計495件のうち、下級審からの付託は397件に達している。同様にドイツの場合
も、付託数合計1414件のうち、下級審からの付託が955件、フランスの場合も付託
数合計676件のうち、下級審からの付託が578件である (ECJ, supra note 52, at
186)。
早法82巻１号（2006）38
（３）ニース条約による制度改革
そしてニース条約は、以上の選択肢の中から、最終的に、先決裁定に関
する管轄権の一部を第一審裁判所に移転するという方法を採用した。EC
司法制度を取り巻く様々な要因を考慮すれば、多くの論者は同様の結論に
到達すると考えられ、その意味で、ニース条約の結論は、基本的に受け入
れることができる。
すなわち第一に、「付託裁判所の限定」・「付託義務の緩和」・「付託事件
選択制度」という三つの選択肢はいずれも、欧州司法裁判所が抱える問題
解決のためには、先決裁定手続の現在の構造を変更することが不可欠であ
るという認識を前提にしている。しかし、これらの選択肢の採用は、先決
裁定手続が前提とする「欧州司法裁判所と国内裁判所の協力関係」及び全
加盟国における「EC法の統一的適用」を損なう事態を招来しかねない。
すなわち、EC裁判所と多くの法学研究者が共に認めるように、先決裁
定手続の本質は、二つの司法機関の「実効的な協力関係（effective cooper-
ation)」に
(99)
ある。EC法に公権的解釈を与える最終的権限を有するとは言
え、欧州司法裁判所は、国内司法制度における上訴裁判所と同様の意味
で、国内裁判所に対する上級審であるわけではない。両裁判所間に存在す
る密接な関係は、「欧州司法裁判所は、国内裁判所が事案を付託した時は
いつでも、EC法が適正に適用されるように付託した国内裁判所を援助す
る」という両裁判所間の協力より生じる相互信頼に基礎を置いている。し
かし、付託する国内裁判所を限定する第一の選択肢は、国内裁判所の一部
から付託権限を奪うことによって、欧州司法裁判所と国内下級裁判所との
距離を拡大し、両者の協力関係の実質を変化させかね
(10)
ない。また、欧州司
(99) David O’Keeffe, Is the Spirit of Article 177 under Attack?, Preliminary
 
References and Admissibility,23E.L.Rev.509,516(1998); Lenaerts and Arts,
supra note 5, at 18-19;ECJ and CFI, supra note 10, at 24-25;Case 221/88
Busseni,［1990］ECR I-495,at I-523,para.13.
(10) そのため EC裁判所は、第一の選択肢の採用には積極的ではなかった (ECJ
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法裁判所による事案選択を認める第三の選択肢も、国内裁判所が、欧州司
法裁判所から援助を受ける権利を一方的に制限することになり、やはり両
者の協力関係を変質さ
(101)
せる。それゆえ、両者の選択肢は、先決裁定手続の
基礎にある制度理念と両立できないように思われる。
さらに、第一・第二の選択肢が提案する制度変更は、いずれも「EC法
の統一的適用」を危険にさらす可能性が
(102)
ある。「EC法の統一的適用」を
担保するためには、国内裁判所に表れた EC法に関するあらゆる重要論点
が、先決裁定手続を通じて欧州司法裁判所に吸い上げられ、同裁判所がそ
れらに判断を下すことが不可欠である。然るに、これらの選択肢の採用に
よって生じる付託数の削減は、欧州司法裁判所から、EC法上の論点を審
査する機会を奪う結果を惹起しかねない。そのような結果が生じると、審
査されなかった論点に関する EC法の解釈は統一されず、加盟国ごとに国
内裁判所による独自の解釈が発展することになりかねない。
そして、これら三つの選択肢による変化は、先決裁定手続の利用によっ
て実質的に保障されていた個人の権利の侵害にも繫がる。前述のように、
先決裁定手続が、直接訴訟の欠陥を補う機能を実質的に果たしている以
上、付託数の減少は、国内裁判所の当事者である個人の EC裁判所へのア
クセスがそれだけ制限されることを意味するからである。
以上を要約すると、これらの選択肢により、国内裁判所の欧州司法裁判
所に対する付託を制限することは、「EC法の統一的適用」を損なうだけ
ではなく、「個人の権利に対する司法的保護」を害する結果をも生じる可
能性があり適当ではないので
(103)
ある。
したがって、ニース条約において、従来の先決裁定手続の基本構造を維
持するという結論が採用されたことは当然である。委員会は、欧州司法裁
and CFI,supra note10,at 22)。
(101) Tridimas,supra note59,at 17-18.
(102) Turner and Mun?oz,supra note11,at 63-64.
(103) ECJ and CFI,supra note10,at 22;Tridimas,supra note59,at 30.
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判所と国内裁判所間の協力関係維持に固執してい
(104)
たし、研究者も下級審を
含むすべての国内裁判所が、欧州司法裁判所に付託する権限を有すること
を支持して
(105)
いた。そして、従来の先決裁定手続の構造維持が前提となった
ことにより、唯一の実現可能な解決策は、裁定を下す司法機関の能力を向
上させることとなった。欧州司法裁判所の権限の一部を他の裁判所に移転
するという第四の選択肢の二つの考え方は、EC司法機関の能力向上を実
現するための具体策である。そして、新たな司法機関の創設は、第一審裁
判所に対する管轄権の移転に比べて、従来の裁判所制度に対するより抜本
的な変化を必要とし、その実現は容易ではない。例えば、1990年代初期に
も、４つの地域裁判所を EC裁判所として設立し、それらに直接訴訟と先
決裁定手続の管轄権を与えた上で、欧州司法裁判所を、それらの裁判所の
上位にある最高裁判所として位置付けるとの提案がなされ
(106)
たが、この提案
が、加盟国・EC機関によって真剣検討された形跡はないように思われ
る。したがって、最も実現可能性があり、欠点の少ない選択肢として、第
一審裁判所に対する管轄権の移転が浮上することになったのである。もっ
とも、直接訴訟の管轄権移転とは異なり、先決裁定手続の管轄権の第一審
裁判所への移転には強い反対論が存在していたことに注意する必要が
(107)
ある。反対論は、先決裁定手続の管轄が、複数の裁判所に分割されること
により、「EC法の統一的適用」を担保する制度が機能不全に陥る危険を
懸
(108)
念し、その懸念に根拠がないわけではなかった。そのためニース条約で
(104) Commission,supra note10,at4;The Working Party,supra note20,at163
-164and 171.
(105) Turner and Mun?oz,supra note11,at63;但し、一部に下級裁判所の付託権限
の制限を支持する論者がいたことを忘れてはならない (Rasmusssen,supra note7,
at 1104-1107)。
(106) Jean Paul Jacque?and Joseph H.H.Weiler,On the Road to European Union
―a New Judicial Architecture:an Agenda for the Intergovernmental Confer-
ence,27CMLRev.185,192-195(1990).
(107) Rasmussen,supra note7,at 1100;
(108) Kapteyn,The Court of Justice of the European Communities After the Year
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は、この懸念に対応するために、前述のように欧州司法裁判所が第一審裁
判所の先決裁定を審査する制度が導入されている（EC条約225条３項）。な
お、「個人の権利保護」の観点からは、欧州司法裁判所による審査に際し
て、国内訴訟の当事者である個人がどのような役割を果たすことになるか
が注目されるが、未だ明確な方針は定まってい
(109)
ない。
欧州司法裁判所が現在引き受けている過大な負担を放置できない以上、
第一審裁判所が、先決裁定手続の分野においても一定の任務を引き受ける
ことは不可避であったと言えるだ
(10)
ろう。
（４）協力関係の基本構造の維持―欧州共同体と加盟国の関係の反映―
以上の考察は、先決裁定手続の本質である「欧州司法裁判所と国内裁判
所の協力関係」の維持を前提に行われている。しかし、そもそもそのよう
な両裁判所の協力関係を維持すべきか否か自体が問われる必要がある。そ
して実際にも、上記の諸選択肢に加えて、先決裁定手続を、「欧州司法裁
判所が、最高裁判所として加盟国国内裁判所の上位に位置し、訴訟当事者
による欧州司法裁判所への上訴を認める」という通常の階層的裁判所制度
に置き換えるという提案も存在したので
(11)
ある。現行制度を階層的な裁判所
制度を前提にした、通常の上訴制度によって代替する可能性は、EC裁判
2000,in Institutional Dynamics of European Integration135(Deirdre Curtin and
 
Ton Heukels eds.1994)；さらに van Gerven教授も、先決裁定手続が、欧州司法
裁判所の排他的管轄事項であることを維持すべきであるとの意見であった(van
 
Gerven,supra note14,at 215)。
(109) ニース条約附属第13宣言は、欧州司法裁判所による審査手続（EC条約225条
２・３項）について、裁判所規程が、自己の権利を守るために、欧州司法裁判所の
手続における訴訟当事者の役割を特定すべきであると宣言している (Declaration
 
on Article 225(2)and (3)of the Treaty establishing the European Commu-
nity)。しかし、現在の裁判所規程は、未だ当事者の役割について規定していない。
(10) アムステルダム条約締結以前にも、先決裁定手続の管轄権の一部を欧州司法裁
判所から移転させるべきであると提案されていたことは注目に価する（Scorey,
supra note11,at 228).
(11) Malcolm A.Jarvis,The Application of EC Law by National Courts,The
 
Free Movement of Goods,452-453(1998);Rasmussen,supra note7,at 1089.
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所の文書にも言及されていた。この制度では、国内裁判所は、EC裁判所
の援助なしに、独力で EC法を解釈して結論に到達することを求められ、
他方国内訴訟の当事者は、EC法上の争点審査のために、国内裁判所の判
決を欧州司法裁判所に送付することを、国内裁判所に要求できるとされて
(12)
いた。しかしニース条約は、この提案を採用せず、EC裁判所と国内裁判
所間の従来の関係を維持することを重視した。
ところで、先決裁定手続における両裁判所の関係のあり方を考察するに
は、先決裁定手続が、EC司法制度の重要な構成部分であり、ECと加盟
国との間に成立している全体的な関係を反映していることを考慮しなけれ
ばならない。1980年代後半の単一欧州議定書の締結から始まった、一連の
基本条約改正過程において、加盟国主権の一部は、新たに ECに移譲され
た。共通通貨ユーロの導入を伴う、経済通貨同盟の創設は、そのような
「主権の移譲」の進展を象徴して
(13)
いる。しかし、これらの限定された主権
移譲は、ECの法的性格に根本的な変化を生じさせてはいない。すなわ
ち、限定された主権が移譲されるのと同時に、ECに付与された権限の行
使を規律する一般原則として、「補完性の原則（subsidiarity)」が導入され
（EC条約５条）、同原則は、ECによる権限行使を抑制する原理として機能
して
(14)
いる。「補完性の原則」は、ECが「排他的権限（exclusive compe-
tence)」を与えられていない領域において、ECと加盟国が、同じ目的を
追求するために相互に協力する立場にあることを前提とする原則である。
換言すれば、EC・加盟国間の協力関係の基本的枠組みは、マーストリヒ
ト条約を始めとする基本条約の改正及びこの間の判例法の発展にも係ら
ず、なお維持されて
(15)
おり、両者の関係の実質は、ニース条約によっても原
(12) ECJ and CFI,supra note10,at 24-25.
(13) 須網隆夫「欧州経済通貨同盟の法的側面」早法74巻４号（1999年）107-156頁。
(14) Lenaerts and Van Nuffel,supra note29,at99-101;須網隆夫「EUの発展と
法的性格の変容―「ECへの権限移譲」と「補完性の原則」―」聖学院大学総合研
究所紀要26号（2003年）159-224頁。
(15) Alan Dashwood and Angus Johnston, Synthesis of the Debate, in The
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則として変化していない。その意味では、ニース条約において、既存の先
決裁定手続の構造が維持されたことは、当然の結果であったと言うことが
できよう。
もっとも、既存の構造が大枠で維持されるべきことを承認するとして
も、EC条約234条の定める両裁判所間の関係が、EC・加盟国間の現在の
関係を正確に反映しているか否かを議論する余地はなお存在
(16)
する。従っ
て、現在の ECの枠組みを前提にしても、先決裁定手続の構造が将来修正
される可能性を全面的に排除することはできない。
（５）「EC競争法執行の分権化」と「先決裁定手続への影響」
以上のようにニース条約の結論は承認することができるが、2004年以
降、EC競争法の分権的執行が推進された結果、現在の先決裁定手続の変
更を求める新たな圧力が生じる可能性もある。
2004年４月まで、EC競争法の執行は、事実上欧州委員会によって独占
されて
(17)
いた。それ以前にも、国内裁判所は、「直接効果」が認められる
EC競争法につ
(18)
いて、また国内競争当局は、理事会規則・国内法が認める
限りにお
(19)
いて、EC競争法を適用できることが理論的には認められてい
た。そして委員会も、1990年代には、EC競争法の国内的適用を促進・実
行するための方策を採って
(120)
きた。しかし、それらの努力にも係らず、国内
Future of the Judicial System of the European Union 58-59(Alan Dashwood
 
and Angus Johnston eds.2001).
(16) Johnston,supra note7,at 521
(17) Valentine Korah, An Introductory Guide to EC Competition Law and
 
Practice,21-24(6?ed.1997).
(18) Case127/73BRT v.Sabam,［1974］ECR51,at 62,para.16.
(19) Christopher Bellamy and Graham Child, European Community Law of
 
Competition824-5(5?ed.by P.M.Roth,2001)；理事会規則17号９条は、委員会
が手続きを開始しない限り、国内競争当局は、EC条約81条１項及び同82条を適用
する権限を有すると規定していた (OJ 1962,13/204,English Special Edition1959
-1962,at 87)。
(120) 委員会は、1990年代には、EC競争法の国内適用を促進するために、２つの告
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裁判所及び国内競争当局は、総じて EC競争法の適用に積極的ではなか
(121)
った。そのため委員会は、1990年代末以降、EC競争法の国内的適用を促
進するために、より積極的に対応することを決定し、国内的適用に対する
障害を取り除くために、手続き立法に対する大胆な改革を提案
(12)
した。その
結果、新しい手続き規則が、2002年12月に理事会によって採択され、2004
年５月より適用されて
(123)
いる。事態が、委員会の期待通りに進展すれば、国
内裁判所・国内競争当局は、委員会と緊密なネットワークを構築し、国内
当局による処理に適した事案について、EC競争法の中核である EC条約
81・82条を執行することになり、国内当局が下す決定数は、必然的に増加
するであ
(124)
ろう。実際にも、2004年５月以降、2006年３月までに、国内当局
が EC競争法違反を認定した件数は、既に123件に上って
(125)
おり、今後の増
示を採択した。それらは、Commission Notice on Cooperation between National
 
Courts and the Commission in Applying Articles85and86of the EC Treaty(OJ
1993,C39/6)と Commission Notice on Cooperation between National Competi-
tion Authorities and the Commission in Handling Cases Falling Within the
 
Scope of Articles85or86of the EC Treaty(OJ 1997,C 313/3)である。
(121) Commission,XXVIIIth Report on Competition Policy1998,329-62(1999).
(12) Commission, White Paper on Modernization of the Rules Implementing
 
Articles 85and 86of the EC Treaty,Commission Programme No.99/027(28
April1999);Proposal for a Council Regulation on the implementation of the
 
rules on competition laid down in Articles81and82of the treaty and amending
 
regulation (EEC)No. 1017/68, (EEC)No. 2988/74, (EEC)No. 4056/86 and
(EEC)No.3975/887,COM(2000)582final(27September2000);Modernization
 
and Decentralization of EC Competition Law(Jose?Rivas and Margot Horspool
 
eds., 2000);村上政博『EC競争法［EC独占禁止法と法］［第２版］』（弘文堂、
2001年）443-453頁。
(123) Council Regulation(EC)No1/2003of16Dec.2002on the implementation
 
of the rules on competition laid down in Articles81and 82of the Treaty,OJ
2003,L 1/1.
(124) James S.Venit,Brave New World:The Modernization and Decentraliza-
tion of Enforcement Under Articles81and82of the EC Treaty,40CMLRev.545,
546(2003).
(125) 加盟国当局が、2004年５月１日以降、2006年３月31日までの期間に、EC競争
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加はほぼ確実である。
ところで、加盟国の国内競争当局が下した決定の名宛人又は決定によっ
て自己の利益に影響が及ぶ者は、当該決定が不服であれば、国内法を根拠
に、当該決定を争う訴訟を国内裁判所に提起することになる。この場合、
訴訟を提起された国内裁判所は、必然的に、争われた決定が EC競争法に
照らして適法であるか否かを判断することを要求される。そして国内裁判
所は、先決裁定手続による、EC裁判所の裁定が示した解釈に従いながら
も、最終的には自らの判断に基づいて当該事件の本案に判断を下す。この
ように、国内当局が EC競争法を適用する場合には、個人は、国内裁判所
の訴訟手続きを通じて、国内当局の違法行為に対する救済を得ることが予
定されている。
しかし、「個人の権利保護」の観点からは、国内当局の決定に対する国
内裁判所の審査は、解決されるべき二つの問題を新たに生じさせると考え
られる。
第一の問題は、加盟国間に存在する法的救済手段・手続の相違に関連す
る。言うまでもなく、国内裁判所における訴訟手続は、各加盟国の国内法
が規律している。法的救済に関する国内法は未だ十分に調和されていない
ので、個人に与えられる救済の内容は加盟国によって異なる。その結果、
欧州司法裁判所の判例法が課す一定の制約に服しながらも、個人に保障さ
法（EC条約81条ないし82条）を適用して調査を開始した事案は550件、違法との
判断に到達したために、規則１╱2003号11条４項に従って、決定以前に委員会に通
告した件数は123件に達している（http://europa.eu.int/comm/competition/anti-
trust/ecn/statistics.html)。そして、国内当局による決定数の増加に伴い、国内裁
判所に提起される訴訟件数も増加すると思われる。なお、規則１╱2003号15条２項
により、81条・82条を適用した国内裁判所の判決は、委員会に送付されなければな
らないところ、現在までに既に106件（オーストリア９件、ベルギー７件、フラン
ス21件、オランダ15件、スペイン19件、ドイツ26件、スウェーデン３件、デンマー
ク１件、ポルトガル２件、イギリス３件）の判決が送付されている。これらの判決
の多くは、私的当事者間の訴訟に対する判決であると考えられるが、国内当局の決
定数増加とともに、決定自体を争う訴訟も増加しよう。
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れる法的保護の程度は、EC内において一様では
(126)
ない。加盟国間に存在す
るそのような相違が、「EC法の統一的適用」にとって好ましくないこと
は言うまでもない。もっとも、各加盟国で得られる法的救済に相違が存在
することは、EC競争法の適用に特有の問題ではない。既述のように、
EC法の執行は、一部の例外的領域を除き、原則として加盟国当局に委ね
られている
(127)
ので、法的救済を定める国内法間の相違から、個人の権利保護
の内容・程度が異なる結果を生じることは、EC法の多くの場面に共通す
る現象である。それゆえ欧州司法裁判所は、この問題を解決するために、
特に1990年代前半には「EC法の実効性の理論」に基づいて、加盟国の権
利救済制度の内容に積極的に介入し、法的救済の内容を調和させる幾つか
の革新的な判断を下
(128)
した。しかし、その後欧州司法裁判所は、それらの積
極的な判例法をさらに発展させることに消極的態度を
(129)
示し、そのため、各
加盟国の手続き的自律性をどのように扱うかという問題は、欧州司法裁判
所においてなお完全な決着を見てい
(130)
ない。「EC競争法執行の分権化」に
より、各国の国内裁判所において、国内当局による競争法違反決定を争う
(126) Derrick Wyatt and Alan Dashwood,European Community Law79-80(3?
ed.1993);T.C.Hartley,The Foundations of European Community,230-231(3?.
1994).
(127) EC二次立法の大半は、当該事項に権限を有する加盟国の当局によって適用さ
れている。二次立法を国内的に実施するために、加盟国は、しばしば個人に影響を
及ぼす立法行為又は行政行為を採択する。そして、それらの行為によって影響を受
ける者は、国内裁判所において当該行為を争い、自らの権利を守ることになる。
(128) Jacobs,Enforcing Community Rights and Obligations in National Courts:
Striking The Balance(Chapter 3), in Remedies for Breach of EC Law 26-36
(Julian Lonbay and Andrea Biondi eds.1997)；須網・前掲注29）44―50頁。
(129) Claire Kilpatrick,Turning Remedies Around:A Sectoral Analysis of the
 
Court of Justice (Chapter 5), in The European Court of Justice 144-147
(Gra?inne de Bu?rca and J.H.H.Weiler eds.2001)；須網隆夫「加盟国権利救済制度
の自律性」貿易と関税47巻11号（1999年）83（１)―80（４）頁；Case C-126/97
Eco Swiss v.Benetton International,［1999］ECR I-3055,at I-3905,paras.43-48.
(130) Gra?inne de Bu?rca and Áine Ryall, The ECJ and Judicial Review of
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事件が増加することは、この論点をめぐる議論を再燃させるかもしれな
い。
第二の問題は、欧州司法裁判所と国内裁判所が与える法的救済の相違に
関係する。EC（具体的には、委員会競争総局）と加盟国（具体的には、加盟
国競争当局）は、「EC競争法執行の分権化」という委員会の新しい戦略の
下で、EC競争法適用の責任を分担する。その結果、欧州司法裁判所と国
内裁判所は、同種事案に対して同じ EC競争法を適用し、各事件の本案に
判断を下すことになる。ところで、同一分野の法執行を EC機関と加盟国
がほぼ対等の立場で分担するという現象は、EC競争法の適用に特有のも
のである。他分野の EC法の場合には、EC機関か加盟国かどちらか一方
（通常は加盟国）に EC法執行の第一次的責任が割り当てられている。その
結果、個人が、それらの法執行の適法性を争う訴訟を提起する場合にも、
原則として、欧州司法裁判所か国内裁判所のどちらか一方だけに訴訟が提
起され、必然的に一方だけが本案判決を下すことになり、双方が同種事案
の本案に対する判断を要請される事態は通常生じ
(131)
ない。例えば、EC機関
による行為の有効性が争われる場合には、同一行為が、EC裁判所におけ
る無効訴訟（EC条約230条）と国内裁判所における訴訟双方の対象となっ
ているように見える。しかしこの場合でも、国内裁判所は、無効と判断す
る場合には、先決裁定手続により（同234条）、欧州司法裁判所に事案を付
託して自ら判断を下すことを回避しなければならないだけでなく、そもそ
National Administrative Procedure in the field of EIA (Chapter 8), in The
 
Europeanisation of Administrative Law,Transforming national decision-mak-
ing procedures146-150(Karl-Heinz Ladeur ed.2002).
(131) EC機関は、競争法だけではなく、アンチ・ダンピング税の課税など、通商法
の分野においても、EC法を執行する任務を負っている。しかし、通商法の場合に
は、ECの権限が排他的であるために、ECの行為は、国内裁判所による司法審査
の対象とはならない。他方、それ以外の分野において、EC機関が採択した指令の
実施は加盟国に委ねられており、その結果、指令の国内的実施措置により影響を被
る個人は、加盟国による措置を国内裁判所においてのみ争うことができる。
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も国内裁判所における本案判決の対象は、あくまで加盟国の行為であり、
EC機関の行為が直接の判断対象となるわけではない。従って、欧州司法
裁判所の先決裁定が EC機関の行為を無効と判断しなかった場合も、その
ことは、付託された質問に、EC機関の行為の有効性に影響する要素が示
されていなかったことを意味するに止
(132)
まる。但し、欧州司法裁判所が、先
決裁定手続により EC機関の行為を無効と判断した場合には、裁定の効果
は、厳密には直接訴訟による判決の効果と同一ではないが、他方同裁判所
は、EC機関の行為に対する対応の一貫性を確保するために、両者をなる
べく同等に取り扱おうとしていることに注意が必要で
(13)
ある。
以上の考察より明らかなように、競争法以外の分野では、仮に欧州司法
裁判所と国内裁判所の間に見解の相違が生じても、その相違は、競争法の
場合と同程度には顕在化しない。しかし、競争法の場合には、両者がとも
に本案判決を下すがゆえに、両者の見解の相違から、「個人の権利」に影
響が及ぶ事態が予想できる。例えば、競争制限的合意に加わった企業が、
加盟国競争当局が下した自己を名宛人とする決定に対して国内裁判所にお
いて争い、不利な判決を得たと仮定する。この場合、それ以前に EC裁判
所が同種事案について同社に有利な判決を下していれば、同社が、国内裁
判所の判決を、EC裁判所に上訴したいと願うことは当然であろう。そし
て先決裁定手続は、国内裁判所の判断を完全には統制できないので、先決
裁定手続を通じて、EC裁判所がこのような状況を是正し、当事者の不満
を解消することには限界がある。畢竟、このような状況が発生すれば、現
在の先決裁定手続制度の見直しを要請する新たな圧力が生み出されること
になるだ
(134)
ろう。
(132) そのため、裁定を得た国内裁判所が、同一行為の有効性に関する別の質問を欧
州司法裁判所に付託することはなお可能である（Case C-323/88 Sermes,［1990］
ECR I-3027,at I-3058,paras.49-50）。
(13) Lenaerts and Arts,supra note5,at 238-240.
(134) Venit,supra note124,at 562;
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以上のような問題状況は、本質的には、EC全体の法的性質と EC競争
政策の法的性質との間に相違が存在することに起因するように思われる。
EC全体の分権的性格は、ニース条約によって変化せず、憲法条約すら、
その性格を本質的には変更してい
(135)
ない。しかし、一般的な分権的性格は、
ECが行う諸活動（EC条約３条）の中に、通常の政策分野よりも統合の進
展度が高い特別な分野が存在することを否定しない。競争政策は、そのよ
うな特別な政策分野の一つであり、そこでは委員会に EC法を執行する広
範な権限が付与
(136)
され、他の政策分野よりも、極めて中央集権化された法執
行体制が整備されている。そして、そのような「集権的な競争政策」と
ECの性格を反映した「分権的な先決裁定手続」との間に不整合が生じて
いると考えられる。換言すれば、問題の本質は、集権化された領域におけ
る「個人の権利」が、他分野の非集権性を前提として構築された司法手続
によって保護されざるを得ないところにあるのではなかろうか。この矛盾
が惹起する問題の程度を正確に測定することは困難であり、また ECの法
制度は、国内法制度と同程度の厳密な法執行を必要とはしない柔軟さを内
包しており、矛盾の存在が直ちにそれが解決されるべきであることを意味
するわけではない。しかし、将来的にこの種の問題が顕在化すれば、その
ような矛盾が、EC制度全体の中で許容可能であるのか否かを、改めて検
討する必要が生じよう。
Ⅵ．結語―EC司法制度と憲法条約―
ニース条約が、EC司法制度改革の扉を開いたことは間違いない。1990
年代のマーストリヒト・アムステルダム両条約による基本条約改正が、
EC司法制度の負担を増加させながら、他方で司法制度自体の改革が、ほ
(135) Alan Dashwood, The Relationship between the Member States and the
 
European Union/European Community,41CMLRev.355,355(2004).
(136) Shaw,supra note24,at 59.
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とんど進まなかったことを考慮すれば、ニース条約が、司法制度を改革の
対象としたことは当然であった。そしてニース条約は、従来の EC司法制
度の構造を基本的に維持しながらも、「司法パネルの創設」・「第一審裁判
所への先決裁定管轄権の移転」・「欧州司法裁判所における小法廷の活用推
進」など、細かな制度改善を積み重ねることにより、EC裁判所の事件処
理能力を向上させ、司法制度の実効性を確保しようとしており、改革の内
容が包括的であるとは必ずしも言えないとしても、その方向性は評価する
ことができる。またニース条約では、多くの重要事項が、同条約発効後の
理事会による決定に委ねられており、そこでは理事会の全会一致が必要な
場合が少なくなく、順調な制度改革の実現が懸念されたが、司法パネルと
して「公務員訴訟審判所」の設置が決定され、同審判所は既に活動を開始
している。今後の推移は予断を許さないが、先決裁定管轄権の第一審裁判
所への移転等も順次実現することが期待される。これらの改革実現の結
果、EC裁判所が、より実効的に機能し得るのであれば、「個人の権利保
護」に対しても積極的な効果を生じるだろう。
しかし、ニース条約による制度改革が、「個人の権利保護」を直接の目
的とするものではなかったことにも留意する必要がある。そもそも、改革
の目的に、「個人の権利保護」を積極的に推進するという色彩は薄かった。
改革が、EU拡大による加盟国数増加により、EC司法制度の実効性が低
下することを防止するという受動的・消極的目的によって開始された以
上、「個人の権利保護」への視点が弱かったことは当然である。そのため、
ニース条約が改革に着手しなかった複数の重要な論点が存在する。「個人
の権利保護」に直結する「直接訴訟における個人の原告適格の拡大」・「欧
州司法裁判所による審査（EC条約225条２・３項）における個人の役割」
に加えて、「第一審裁判官の増員」・「直接訴訟における第一審裁判所管轄
権の拡大」・「EC裁判所裁判官の任命
(137)
方法」等の諸課題である。これら既
(137) 裁判官の正統性を高めるとともに、適格者の裁判官任命を担保するために、諮
問委員会等、任命を担当する独立した機関を設置することが議論されるなど、裁判
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に議論の俎上に上った課題は、今後も改革の課題であり続けるだろう。
確かに、ニース条約には不十分な部分が少なくないが、同条約による改
革の結果を、それほど悲観的に評価する必要はない。修正されるべきであ
ったにも係らず、必要な修正が実現しなかった事項が、引き続く基本条約
改正の対象となり、事後の改正によって補われ、最終的に広範な改革が実
現するという経過は、欧州統合の歴史においてしばしば見られるところで
あり、既に憲法条約は、無効訴訟の原告適格を部分的に拡大し（Ⅲ―365
条４項）、また EC裁判所の裁判官・法務官の任命のために、任命前に、
EC裁判所元裁判官・加盟国最高裁判所裁判官・弁護士によって構成され
る、適格性審査のためのパネルの意見を聞くべきことを新たに規定してい
る（Ⅲ―357条・355条・356条）。その意味では、司法制度の改革がニース条
約によって開始されたという事実自体を評価すべきであるかもしれない。
EC司法制度の設計は、ECと加盟国間の本質的関係に密接に関係する。
このことは、EC条約234条による先決裁定手続の構造が良く示している。
そして、先決裁定手続の構造、特に EC裁判所と加盟国国内裁判所との関
係に係わる部分は、ニース条約・憲法条約いずれによっても全く変更され
ていない。憲法条約には、ECの性質自体に影響する可能性のある幾つか
の要素、例えば、基本権憲章の条約への組み込み（憲法条約第二部・Ⅱ―
61条以下）、憲法条約改正のための政府間会議に先立つ諮問会議の開催（Ⅳ
―443条）等が含まれていた。しかし、EC裁判所と国内裁判所の協力関係
を基礎とする先決裁定手続が、憲法条約においても原則的に維持されてい
ることは、憲法条約が EC・加盟国間の関係に及ぼす変化の程度が、先決
裁定手続の構造を変える程度には至っていないことを示唆するとも考えら
れる。もっとも反対に、EC・加盟国間の基本的関係が維持されているこ
とは、EC司法制度の現状を肯定する理由とは必ずしもならない。「個人
官の任命方法は重要な論点の一つであった (ECJ and CFI, supra note 10, at 71;
van Gerven,supra note14,at 221;Mancini,supra note3,at 213;Turner and
 
Mun?oz,supra note11,at 82-84)。
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の権利保護」が司法制度に不可欠な目的である以上、それが ECの本質的
性格とは別の考慮として働く余地があるからである。その意味では、ニー
ス条約以降に達成された成果には、なお不十分な部分があり、EUの司法
制度改革は、他の重要な諸目的の達成とともに、「個人の権利保護」を充
実させるために、さらに継続することが期待されるのである。そして、そ
のような改革は、「欧州市民」である欧州諸国民の EUに対する信頼をよ
り強化することに寄与するだろう。
以上
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